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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 44,458 47,475 48,773 48,150 51,924

経常利益 (百万円) 1,965 2,586 3,394 1,700 1,232

当期純利益 (百万円) 3,104 921 2,161 743 532

純資産額 (百万円) 19,158 19,986 23,367 26,349 25,171

総資産額 (百万円) 60,972 60,667 67,244 73,921 74,245

１株当たり純資産額 (円) 228.86 243.08 284.26 299.96 284.52

１株当たり当期純利
益

(円) 37.08 10.76 25.97 9.05 6.48

潜在株式調整後
１株当たり当期純利
益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.4 32.9 34.7 33.3 31.4

自己資本利益率 (％) 18.2 4.7 10.0 3.2 2.2

株価収益率 (倍) 6.0 23.1 14.7 29.3 22.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,330 6,357 8,023 4,490 5,478

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,614 △4,017 △5,304 △10,205 △7,216

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △10,629 △2,912 △428 2,040 2,564

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,975 2,359 5,276 1,842 4,033

従業員数 (名)
1,854
(627)

1,918
(699)

2,003
(708)

2,111
(792)

2,310
(908)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。

３　従業員数については、就業人員によっている。なお、(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員である。

４　純資産額の算定にあたり、第111期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用している。

  

EDINET提出書類

日本ピストンリング株式会社(E01597)

有価証券報告書

  2/103



(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 40,065 41,777 43,186 43,345 46,397

経常利益 (百万円) 1,620 1,650 1,863 1,440 784

当期純利益 (百万円) 2,596 763 1,007 934 826

資本金 (百万円) 9,839 9,839 9,839 9,839 9,839

発行済株式総数 (株) 83,741,57983,741,57983,741,57983,741,57983,741,579

純資産額 (百万円) 19,874 20,396 22,380 23,368 22,150

総資産額 (百万円) 53,806 53,219 57,670 63,029 61,456

１株当たり純資産額 (円) 237.42 248.07 272.24 284.65 269.85

１株当たり配当額
(うち、１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

3.00
(―)

4.00
(―)

5.00
(―)

5.00
(―)

5.00
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 31.02 8.86 11.92 11.38 10.07

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.9 38.3 38.8 37.1 36.0

自己資本利益率 (％) 14.3 3.8 4.7 4.1 3.6

株価収益率 (倍) 7.2 28.1 32.0 23.3 14.8

配当性向 (％) 9.7 45.1 40.7 43.9 49.7

従業員数 (名)
482
(150)

488
(167)

493
(176)

518
(201)

503
(197)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。

３　従業員数については、就業人員によっている。なお、(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員である。

４　純資産額の算定にあたり、第111期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用している。
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２ 【沿革】

　
昭和９年12月 東京市芝区田村町に日本ピストンリング株式会社を設立。川口工場を開設。

昭和14年４月 与野工場を開設。

昭和24年５月 東京証券取引所に株式上場。

昭和35年２月 本社を東京都千代田区内幸町に移転。

昭和36年８月 名古屋証券取引所に株式上場。

昭和39年６月 株式会社日本リングサービスを設立。

昭和46年９月 無鉛ガソリン用特殊合金バルブシートを開発。

昭和48年１月 ドイツにシュトレ　モトーレンタイレ社を設立。

昭和48年７月 アメリカにエヌピーアール　オブ　アメリカ社を設立。

昭和49年４月 株式会社日ピス福島製造所を設立。

昭和55年６月 本社を東京都千代田区九段北に移転。

昭和57年９月 株式会社日ピス川口製造所及び株式会社日ピス物流センターを設立。

昭和58年12月株式会社日ピス今西製造所(現 株式会社日ピス島根)を設立。

昭和59年10月川口工場を移転、栃木工場を開設。

昭和60年10月PMカムシャフトを開発、量産化に成功。

昭和63年２月 決算期を11月30日から３月31日に変更。

平成元年６月 与野工場野木分工場(現 株式会社日ピス岩手野木分工場)を開設。

平成２年４月 株式会社日ピス岩手を設立。

平成８年２月 インドのアイピー リングス社に資本参加。

平成９年７月 サイアム　セメント　パブリック社(現 セメンタイ ホールディング社)との合弁で

タイにサイアム　エヌピーアール社を設立。

平成９年10月 TPM優秀賞第一類受賞(与野工場・栃木工場)。

平成10年５月 本社を埼玉県与野市(現 さいたま市)に移転。

平成10年10月TPM優秀賞第一類受賞(株式会社日ピス福島製造所・株式会社日ピス岩手)。

平成11年１月 与野工場がISO9001認証取得。

平成11年11月TPM継続賞第一類受賞(栃木工場)。

平成11年12月ドイツにエヌピーアール オブ ヨーロッパ社を設立。

平成12年１月 自動車用ピストンリングでQS9000認証取得。

平成12年２月 株式会社日ピス福島製造所がISO9001認証取得。

平成12年12月インドネシアにニッポンピストンリング インドネシア社(現 エヌティー　ピスト

ンリング　インドネシア社)を設立。

平成12年12月本社がISO14001認証取得。

平成12年12月株式会社日ピス福島製造所がQS9000認証取得。

平成13年９月 栃木工場ISO9001、QS9000認証取得。

平成13年11月株式会社日ピス福島製造所がISO14001認証取得。

平成13年12月サイアム　エヌピーアール社(タイ)100％子会社化。

平成14年５月 栃木工場ISO14001認証取得。

平成14年９月 株式会社日ピス岩手一関工場が操業開始。

平成15年２月 国内NPRグループのISO14001全社一括登録認証取得。

平成16年８月 アメリカにエヌピーアール　マニュファクチュアリング　ミシガン社を設立。

平成17年１月 エヌピーアール　オブ　ヨーロッパ社とシュトレ　モトーレンタイレ社が合併。

平成17年２月 中国に日環汽車零部件製造(儀征)有限公司を設立。

平成17年２月 シンガポール事務所を現地法人化し、エヌピーアール　シンガポール社を設立。

平成17年９月 中国に日塞環貿易(上海)有限公司を設立。

平成18年３月 インドネシアにエヌピーアール　マニュファクチュアリング　インドネシア社を設

立。

平成18年４月 中国に日塞環汽車零部件製造(鎮江)有限公司を設立。

平成18年５月 アメリカにエヌピーアール　マニュファクチュアリング　ケンタッキー社を設立。

平成18年６月 アメリカにエヌピーアール　ユーエス　ホールディングス社を設立。
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３ 【事業の内容】

当グループは、当社及び連結子会社20社で構成され、自動車関連製品、舶用関連製品及びその他の製品の
製造・販売を主な内容とし、さらに各事業に関連する物流・サービス等の事業活動を展開している。
なお、当連結会計年度において新たに４社(エヌピーアール　シンガポール社、エヌピーアール　マニュ
ファクチュアリング　インドネシア社、エヌピーアール　マニュファクチュアリング　ケンタッキー社、イー 
エー　アソシエーツ社)を連結子会社としている。
当グループの事業に係わる各社の位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりである。

　

(自動車関連製品事業)
当社が製造販売するほか、㈱日ピス福島製造所及び㈱日ピス島根が製造、外注加工を、㈱日ピス川口製
造所及び㈱日ピス岩手が外注加工を、エヌティー　ピストンリング　インドネシア社、エヌピーアール　マ
ニュファクチュアリング　ミシガン社、日環汽車零部件製造(儀征)有限公司、日塞環汽車零部件製造(鎮
江)有限公司、エヌピーアール　マニュファクチュアリング　インドネシア社、サイアム　エヌピーアール社
及びエヌピーアール　マニュファクチュアリング　ケンタッキー社が海外において製造、販売及び外注加
工を行っている。
また、エヌピーアール　オブ　アメリカ社、エヌピーアール　オブ　ヨーロッパ社、日塞環貿易(上海)有限
公司、エヌピーアール　シンガポール社及びイー　エー　アソシエーツ社が海外において販売を行ってい
る。

　

(舶用関連製品事業)
当社が製造販売するほか、㈱日本リングサービスが販売を行っている。

　

(その他の製品事業)
陸用機関部品及び家電製品用部品他は当社が製造販売するほか、㈱日ピス川口製造所及び㈱日ピス岩
手が外注加工を行っている。
また、サイアム　エヌピーアール社が海外において家電製品用部品の製造及び販売を行っている。
　
なお、㈱日ピスビジネスサービスは運送業務及び厚生施設の管理等を行っている。
　
事業の系統図は次のとおりである。

　

EDINET提出書類

日本ピストンリング株式会社(E01597)

有価証券報告書

  5/103
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
 

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱日本リングサービス
東京都
千代田区

百万円
40

舶用関連、自動
車関連、その他
の製品事業
 

100.00
当社製品を販売している。
役員の兼任３名

エヌピーアール
オブ　アメリカ社

アメリカ
カリフォルニア州
セリトス市

千US$
2,400

自動車関連製品
事業

100.00
当社製品を販売している。
役員の兼任３名

㈱日ピス川口製造所
埼玉県
川口市

百万円
50

自動車関連、そ
の他の製品事業

100.00
自動車関連製品等を製造委
託している。
役員の兼任３名

㈱日ピス物流センター
埼玉県
さいたま市

百万円
30

自動車関連、そ
の他の製品事業

100.00
当社製品の運送業務等を委
託している。
役員の兼任１名

㈱日ピス島根
島根県
大田市

百万円
99

自動車関連製品
事業

100.00
自動車関連製品等を製造委
託している。
役員の兼任２名

㈱日ピス福島製造所　　(注)３
福島県
伊達郡川俣町

百万円
1,612

自動車関連、そ
の他の製品事業

100.00
自動車関連製品等を製造委
託している。
役員の兼任５名

㈱日ピス岩手　　　　　(注)３
岩手県
一関市

百万円
490

自動車関連、そ
の他の製品事業

100.00

自動車関連製品等を製造委
託している。なお、当社より
設備を賃借している。
役員の兼任７名

㈱日ピスビジネス
サービス

埼玉県
さいたま市

百万円
50

その他の製品
事業

100.00

当社製品の運送業務及び厚
生施設の管理業務等を委託
している。
役員の兼任３名

エヌピーアール
オブ　ヨーロッパ社 　 

ドイツ
コルンタール／
ミュンヒンゲン町

千EUR
2,500

自動車関連、そ
の他の製品事業

100.00
当社製品を販売している。
役員の兼任５名

エヌティー　
ピストンリング　
インドネシア社　　 (注)３,４

インドネシア
西ジャワ州
スルヤチプタ市

千US$
26,000

自動車関連製品
事業

50.00
当社製品を製造している。
役員の兼任３名

サイアム
エヌピーアール社

タイ
サラブリ県

千BAHT
85,000

自動車関連、そ
の他の製品事業

100.00
当社製品及びその他の製品
を製造販売している。
役員の兼任４名

エヌピーアール
マニュファクチュアリング
ミシガン社

アメリカ
ミシガン州
グランドヘブン市

千US$
600

自動車関連製品
事業

100.00
当社製品を製造している。
役員の兼任２名

日環汽車零部件製造(儀征)
有限公司 　           (注)３

中国
江蘇省儀征市

千元
119,612

自動車関連製品
事業

100.00
当社製品を製造している。
役員の兼任３名

日塞環貿易(上海)有限公司 　
中国
上海市

千元
7,082

自動車関連製品
事業

100.00
当社製品を販売している。
役員の兼任５名

日塞環汽車零部件製造(鎮江)
有限公司

中国
江蘇省鎮江市

千元
20,436

自動車関連製品
事業

100.00
当社製品を製造している。
役員の兼任３名

エヌピーアール　ユーエス
ホールディングス社

アメリカ
ケンタッキー州
バーズタウン市

US$
40

その他の製品事
業

100.00
北米地域の持株会社であ
る。
役員の兼任３名

エヌピーアール　シンガポール社 シンガポール
百万円
118

自動車関連製品
事業
 

90.00
当社製品を販売している。
役員の兼任３名

名称 住所
資本金又は
出資金
 

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

エヌピーアール　マニュファク
チュアリング　インドネシア社
(注)３

インドネシア
東ジャワ州
パスルアン市

千US$
12,000

自動車関連製品
事業

100.00
当社製品を製造している。
役員の兼任４名

エヌピーアール　マニュファク
チュアリング　ケンタッキー社
(注)３　　　　　　　　　　

アメリカ
ケンタッキー州
バーズタウン市

千US$
23,000

自動車関連製品
事業

100.00
当社製品を製造している。
役員の兼任２名
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イー　エー　アソシエーツ社
マレーシア
スランゴール州
スバン・ジャヤ市

MYR
20

自動車関連製品
事業

81.00
(81.00)

当社製品の販売を委託して
いる。
役員の兼任５名

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

２　有価証券届出書又は、有価証券報告書を提出している会社はない。

３　特定子会社である。

４　議決権の所有割合は、100分の50以下であるが、実質的に支配しているため連結子会社としている。

５　「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有である。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

自動車関連製品事業
2,066
　(823)

舶用関連製品事業
62
(26)

その他の製品事業
113
　(49)

全社(共通)
69
(10)

合計
2,310
(908)

(注) １　従業員数は就業人員である。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員である。

３　全社(共通)は、提出会社の管理部門に係る人員である。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

503
(197)

37.1 14.6 5,994,016

(注) １　従業員は就業人員であり、出向者は除いている。

２　従業員数(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員である。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含めている。

　

(3) 労働組合の状況

当グループの労働組合は、日本労働組合連合会に所属し、提出会社の労働組合であるJAM北関東日本ピ

ストンリング労働組合が中心となり運営している。

組合員数は1,360人であり、労使関係は良好である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、内需に弱さが見られたものの、輸出に支えられ概ね堅調に推移

した。一方、米国においては、サブプライムローン問題等により景気の減速感が強まったが、中国を含む新

興国の成長もあり、世界経済としては引き続き拡大基調にあった。

当グループが関連する自動車業界においては、国内販売は532万台と前年同期比5.3％の減少となった

が、中近東や新興国を中心に輸出が堅調に推移したことにより、国内自動車生産台数は1,179万台と前年

同期比2.5％の増加となった。また、海外における日系自動車メーカーの生産も拡大を続けた。

このような状況を背景に、当グループとしては、海外現地生産での供給能力拡大を進め、ＯＥＭへの拡

販に取り組んだ結果、国内・海外関連会社とも新規受注を獲得し、売上高は519億24百万円と前年同期比

7.8％の増加となった。

損益面においては、固定費の削減を中心とした原価低減活動を推し進めたが、減価償却制度変更による

費用負担の増加や、原材料費の高騰等により、経常利益は12億32百万円と前年同期比27.5％減少し、また

当期純利益は５億32百万円となった。

　

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。

① 自動車関連製品事業

自動車関連部品は、海外現地生産への供給能力拡大を進め、ＯＥＭへの拡販に取り組んだ結果、国

内・海外関連会社とも新規受注を獲得し、売上高は454億69百万円と前年同期比8.0％の増加となっ

た。また、減価償却制度変更による費用負担の増加や、原材料費の高騰等により、固定費の削減を中心

とした原価低減活動を推し進めた結果、営業利益は21億76百万円と前年同期比24.7％の増加となっ

た。

② 舶用関連製品事業

舶用関連製品事業は販売が好調であったことから、売上高は22億58百万円と前年同期比11.0％の

増加となった。その結果、営業利益は２億84百万円と前年同期比8.2％の増加となった。

③ その他の製品事業

その他の製品事業は販売が順調に推移したことにより売上高は41億96百万円と前年同期比4.3％

の増加となった。その結果、営業利益は１億15百万円と増加となった。

　

　所在地別セグメントの業績は次のとおりである。

① 日本

日本は、新規受注の獲得等により、売上高は483億39百万円と前年同期比9.7％の増加となった。ま

た、原価低減活動を推し進めた結果、営業利益は19億10百万円と増加となった。

② ヨーロッパ

ヨーロッパは、ＯＥＭへの拡販に取り組んだ結果、売上高は42億36百万円と前年同期比3.4％の増

加となった。また、販売経費削減に取り組んだ結果、営業利益は78百万円と前年同期比89.8％の増加

となった。

③ アジア

アジアは、日系自動車メーカーの海外生産の拡大による新規受注の獲得や増産により、売上高は54

億21百万円と前年同期比31.1％の増加となった。また、原価低減活動を推し進めた結果、営業利益は

８億４百万円と前年同期比36.2％の増加となった。
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④ その他の地域

その他の地域は、ＯＥＭへの拡販に取り組んだ結果、売上高は27億83百万円と前年同期比55.1％の

増加となった。しかしながら新規立ち上げ費用の増加により、営業損失は２億79百万円となった。

　

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ21億

91百万円増加し、40億33百万円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フローの状況）

　当連結会計年度における営業活動により増加した資金は、54億78百万円(前期は44億90百万円)となっ

た。これは主に税金等調整前当期純利益17億36百万円、減価償却費が47億14百万円となり、法人税等の支

払いが８億97百万円があったことによるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フローの状況）

　当連結会計年度における投資活動により減少した資金は、72億16百万円となった。これは主に有形固定

資産の取得による支出によるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況）

　当連結会計年度における財務活動により増加した資金は25億64百万円となった。これは長期借入金54億

45百万円及び米国子会社におけるセール・アンド・リースバック13億57百万円により調達した一方、長

期借入金23億74百万円及び短期借入金14億24百万円の返済によるものである。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における事業の種類別セグメントの生産実績は、次のとおりである。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前期比(％)

自動車関連製品事業 40,109 ＋7.2

舶用関連製品事業 1,432 ＋19.8

その他の製品事業 3,865 △13.4

合計 45,407 ＋5.4

(注) １　金額は販売価格によっている。

２　上記金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における事業の種類別セグメントの受注実績は、次のとおりである。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

自動車関連製品事業 44,903 ＋5.8 4,563 △11.0

舶用関連製品事業 2,369 ＋13.8 495 ＋28.8

その他の製品事業 4,304 ＋9.3 186 ＋137.5

合計 51,578 ＋6.4 5,245 △6.2

(注)　上記金額には、消費税等は含まれていない。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における事業の種類別セグメントの販売実績は、次のとおりである。

　

販売高(百万円) 前期比(％)

自動車関連製品事業 45,469 ＋8.0

舶用関連製品事業 2,258 ＋11.0

その他の製品事業 4,196 ＋4.3

合計 51,924 ＋7.8

(注)　上記金額には、消費税等は含まれていない。
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３ 【対処すべき課題】

(1) 中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

今後のわが国経済は、景気が踊り場状態にあり、先行きの不透明感が増してきている。また、米国景気の停

滞や、原材料・原油価格の更なる上昇といった懸念材料により、世界経済全体としても景気の減速が予想さ

れる。

　自動車業界の現状においては、このような経済環境から下振れリスクはあるものの世界生産台数は緩やか

に増加するものと見込んでいる。

　当グループは、このような状況を踏まえ、「信頼されるグローバルサプライヤーを目指して～モノづくり

はヒトづくりから～」をスローガンに、第三次中期経営計画を推し進め、経営基盤の更なる強化に努めると

ともに、市場の事業機会を捉えた成長戦略に重点をおいたグローバルな供給体制の強化、併せてお客様の信

頼を得るための下記重点課題に取り組み、経営成績の向上に努めていく所存である。

①人材育成

②品質最優先

③海外拠点の拡充

④技術提案型営業の推進

⑤すべてのコスト構造の改革

⑥新製品の開発

⑦環境対策取り組み強化

⑧内部統制システムの強化

　また、ドイツの大手ピストンメーカーであるＫＳコルベンシュミット社との業務提携により、欧米系自

動車メーカーにおけるシステムサプライへの対応を進めている。

　

(2) 株式会社の支配に関する基本方針について

当社は、平成20年５月28日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の

在り方に関する基本方針（以下、「基本方針」という。）を定めるとともに、平成20年６月27日開催の当

社定時株主総会の承認を得て、この基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取り組みの一つとして、当社株式の大規模買付行為への対応

策（以下、「本プラン」という。）を導入した。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容、基本方針の実現に

資する取組み及び本プランの内容は次の通りである。

　

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価

値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、

向上していくことを可能とする者であることが望ましいと考えている。

もっとも、当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取

引を尊重し、特定の者による大規模買付行為であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するもの

である限り、これを一概に否定するものではない。また、株式の大規模買付提案に応じるかどうかの判断

は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるものであると考えている。

しかしながら、昨今のわが国の資本市場においては、対象会社の経営陣と十分な協議や合意のプロセス

を経ることなく、大規模な株式の買付行為を強行するといった動きが顕在化しつつあり、このような株式

の大規模買付行為の中には、Ⅰ.買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、企業価値・株主共同の利益に

対する明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、Ⅱ.株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるも

の、Ⅲ.対象会社の取締役会や株主が買付けの条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代
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替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、Ⅳ.対象会社が買収者の提示した条件よりも

有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共

同の利益に資さないものも少なくない。

また、当社のビジネスは、下記②Ⅰ.「当社の経営理念と企業価値の源泉」においても示すとおり、顧客

企業や従業員、地域社会など様々なステークホルダーの協業の上に成り立っており、これらのステークホ

ルダーが安心して当社の事業に関わることができる健全な体制を構築し、グローバルに必要とされる先

端的かつ高品質なサービスを安定的に供給していくことは、当社の企業価値を高めていく上で不可欠な

要素となっている。当社株式の大規模買付行為を行う者が、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上

で、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

が毀損される可能性がある。

当社は、このような不適切な大規模買付けを行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

として適当ではないとして、当該者による大規模買付けに対しては、必要かつ相当な手段を採ることによ

り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考える。

　

② 当社の企業価値の源泉及び基本方針の実現に資する取り組み

Ⅰ．当社の経営理念と企業価値の源泉

当社は、以下の経営理念と「一人一人の工夫と努力を結集し製・販・技の連携プレー強化によっ

て会社の繁栄と私達の生活向上を築きあげよう」を行動指針に定め、お客様からのニーズに迅速か

つ的確にお応えできるよう努めている。

＜経営理念＞

１．顧客第一主義の考えに立ってすべての物事を進める。

２．環境の変化に柔軟に対応し適切な利益を確保して株主をはじめ関連先に報恩する。

３．社会との調和をはかり、ワールドワイドな総合部品メーカーの地位を確保して人類の進

　　　運に寄与する。

４．常に革新と業績の向上に努めて会社の繁栄を図り社員の生活向上を築き上げる。

上記経営理念に基づき、顧客、従業員、地域社会との関係を大切にすること、ワールドワイドな総合

部品メーカーとしての役割を十分に認識した供給体制の構築、品質の向上、技術革新等が当社の企業

価値を支える大きな源泉であると考えている。当社は、このような企業価値の源泉を十分に認識した

上で、前項に記載の中期経営計画の推進とコーポレート・ガバナンスの強化の両面から、当社の企業

価値及び株主共同の利益の向上に取り組んでいる。

Ⅱ．企業価値向上のための取り組み

当社は前項に記載の中期経営計画を推進しており、そこではお客様のニーズにお応えし、信頼を得

ることを第一に、グローバル供給体制の強化と品質最優先、新技術の提案、継続的な原価低減活動の

推進、内部統制システムの強化等を重点課題として、その推進による企業価値の向上に努めている。

　また、ドイツの大手ピストンメーカーのＫＳコルベンシュミット社とのグローバルな業務提携によ

り、欧米系自動車メーカーにおけるシステムサプライのニーズへの対応を進めている。

Ⅲ．コーポレート・ガバナンスの強化

当社は、「経営の透明性を高めること」、「ステークホルダーへの説明責任の達成」及び「経営の

迅速化」をコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方とし、その強化を経営の重要課題の一つと

して、積極的に取り組んでいる。上記の経営理念に基づき、株主の皆様をはじめお客様、地域社会、従

業員等当社を取り巻く様々なステークホルダーの立場を尊重し、もって社会の一員としての義務を

果たしていくことが必要であり、これらが企業の永続的成長と原動力となり、最終的には株主の皆様
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にも長期的な利益をもたらすものと考えている。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

　　 防止するための取り組み

Ⅰ．本プラン導入の目的

本プランは、上記の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が

支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大規模な買付けを抑止するた

めの取り組みとして導入するものである。

Ⅱ．本プランの内容

(ⅰ)大規模買付ルールの内容

大規模買付者が大規模買付行為を行う前に遵守すべき大規模買付ルールは、(ア)大規模買付者は

事前に当社取締役会に対して当該大規模な買付行為に係る必要かつ十分な情報を提供する、(イ)一

定の評価期間を設け、独立委員会に諮問の上、対抗措置の発動も含めた当社取締役会としての意見を

形成及び公表する、(ウ)大規模買付者は(ア)及び(イ)の手続後に当該買付行為を開始するというも

のである。

(a)本プランの対象となる大規模買付行為等

本プランは、当社株券等の保有割合が20％以上となる買付け又は所有割合20％以上となる公開買

付けに該当する行為若しくはこれに類似する行為又はこれらの提案がなされる場合を適用対象と

し、大規模買付者は、予め本プランに定められる大規模買付ルールに従わなければならないものとす

る。

(b)意向表明書の提出及び情報の提供

本プランの対象となる大規模買付者には、大規模買付行為等の実行に先立ち、当社取締役会宛に、

大規模買付者及びそのグループの概要、大規模買付行為等の目的、方法及び概要並びに本プランで定

められている大規模買付ルールを遵守する旨の誓約文言及び違反した場合の補償文言等を記載した

意向表明書を提出して頂く。

(c)当社取締役会による評価・検討等

当社取締役会は、大規模買付行為等の評価の難易度等に応じて、以下の(ア)(イ)の期間を、当社取

締役による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下、「取締役会検討期間」と

いう。）として設定するものとする。

(ア) 対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全株式の買付の場合には、当

　　　 社が情報提供完了通知を行った日から最長60日間（初日不算入）

(イ) その他の方法による大規模買付行為等の場合には、当社が情報提供完了通知を行っ

　　　 た日から最長90日間（初日不算入）

(d)独立委員会の設置及び当社取締役会への勧告

当社は、本プランを適正にに運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するた

めの機関として、独立委員会を設置する。独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を

担保するため、当社社外取締役、当社社外監査役又は社外の有識者を対象として選任するものとす

る。

　独立委員会は、取締役会検討期間内に、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上という観

点から、大規模買付者による大規模買付行為等の内容を検討し、対抗措置の発動の是非を含む勧告を

当社取締役会に対して行う。

(e)取締役会の決議・株主意思確認総会

当社取締役は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して、大規模買付行為等に対する対抗措置の発
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動又は不発動に関して決議を行うものとする。

但し、当社取締役会は、対抗措置の発動に際して、独立委員会に対する諮問手続に加えて、(ア)企業

価値及び株主共同の利益の確保・向上という観点並びに大規模買付行為等の内容、時間的猶予等の

諸般の事情を考慮の上、当社株主の意思を確認することが実務上可能であり、かつ、法令及び当社取

締役の善管注意義務等に照らし適切であると判断する場合、又は(イ)独立委員会が大規模買付行為

等に対する対抗措置の発動に関して当社株主の意思を確認するべき旨の留保を付した勧告をした場

合には、当社取締役会において具体的な対抗措置の内容を決定した上で、株主総会（以下、「株主意

思確認総会」という。）を招集し、対抗措置の発動に関する当社株主の意思を確認することができる

ものとする。

(ⅱ)大規模買付行為がなされた場合における対応方針

(a)対抗措置発動の条件

(ア) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合

大規模買付者により本プランに定める大規模買付ルールが遵守されない場合で、当社取締役会が

その是正を書面により要請した後５営業日以内に是正がなされない場合には、独立委員会は、当社の

企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上のために対抗措置を発動させないことが必要である

ことが明白であることその他の特段の事情がある場合を除き、原則として、当社取締役会に対して、

対抗措置の発動を勧告する。

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して対抗措置の発動を決定するが、かかる対抗措

置の発動に関し、独立委員会における勧告手続に加えて、株主意思確認総会が開催される場合には、

当該株主意思確認総会における当社株主の判断に従って対抗措置の発動を決定する。

(イ) 大規模買付者が大規模ルールを遵守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、独立委員会は、原則として、当社取締役会に対

して、大規模買付行為等に対する対抗措置の不発動を勧告する。大規模買付ルールが遵守される場合

であっても、独立委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場

合には、当社取締役会に対して、かかる大規模買付行為等に対する対抗措置の発動を勧告する。

(b)対抗措置の内容

当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為等に対する対抗措置は、原則として会社法第277

条以下に規定される新株予約権の無償割当てによるものとする。但し、会社法その他の法令及び当社

の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合には、当該その他の

対抗措置が用いられることもある。

(ⅲ)本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間は、３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終

結のとき（平成23年６月末に開催予定の当社定時株主総会終結のとき）までとする。

但し、本プランの有効期間満了前であっても、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させ

る観点から本プランを随時見直し、本プランは当社株主総会または当社取締役会の決議により廃止

又は変更されるものとする。

　

④ 本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の

　　 維持を目的とするものではないこと及びその理由

Ⅰ．買収防衛策に関する指針及び適時開示規則との整合性

本プランは平成17年５月27日に経済産業省及び法務省から公表された「企業価値・株主共同の利

益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」に沿った内容となっており、また、株式会社東
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京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の定める買収防衛策の導入に係る諸規則の趣旨にも合

致するものとなっている。

Ⅱ．株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株券等に対する大規模買付行為が行われた際に、本プランにより当該大規模買付

行為等が不適切なものでないか否かを株主の皆様が判断するために必要な情報や時間の確保、交渉

を行うこと等を可能とすることで、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる目的で導

入されるものである。

Ⅲ．株主意思を十分に尊重していること（サンセット条項）

本プランは、平成20年６月27日開催の当社定時株主総会の承認を得て導入したものである。また、

当社取締役会が法令及び当社取締役の善管注意義務等に照らし適切であると判断する場合又は独立

委員会が当社株主の意思を確認するべき旨の留保を付した勧告をした場合には、対抗措置の発動の

是非についても、株主総会において当社株主の意思を確認することができる形となっている。

Ⅳ．取締役会の恣意性の排除

当社は、本対応方針の適正な運用及び当社取締役会による恣意的な判断の防止により、その判断の

合理性、公平性を担保するため、当社取締役から独立した機関として独立委員会を設置した。当社株

券等に対して大規模買付行為等がなされた場合には、独立委員会が当該大規模買付行為等が当社の

企業価値・株主共同利益を毀損するか否か等の実質的な判断を行い、当社取締役会はその判断を最

大限尊重して会社法上の機関として決議を行うこととする。このように、独立委員会によって、当社

取締役会が恣意的に本プランの発動等の運用を行うことのないよう、当社の企業価値・株主共同の

利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されている。

Ⅴ．客観的かつ合理的な要件の設定

本プランは、独立委員会において合理的かつ詳細な客観的要件が充足されたと判断されない限り

は発動されないよう設定されている。

Ⅵ．デットハンド型買収防衛策又はスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締

役会の決定により廃止できるものとされており、当社としては、本プランはいわゆるデッドハンド型

買収防衛策・スローハンド型買収防衛策といった、経営陣によるプランの廃止を不能又は困難とす

る性格を持つライツプランとは全く性質が異なるものと考える。

Ⅶ．第三者専門家の意見の取得

本プランにおいては、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（フィナンシャル・アドバイ

ザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を受けることができ、こ

れにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっている。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当グループ（当社及び連結子

会社）の業積（経営成績及びキャッシュ・フローの状況）及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があり、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には次のようなものがあると考えている。なお、文中

の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成20年３月31日）現在において当グループが判断したもの

である。

(1) 事業構成に関するリスクについて

当グループの当連結会計年度の自動車関連製品売上高は、80％以上を占めており、自動車業界の戦

略・生産動向が当グループの業績及び財政状態に大きな影響を及ぼす影響が大きい。自動車業界で

は、グローバルな製品市場戦略に基づく生産拠点展開が進み、また地球環境問題に適合した低コスト

で高品質な車づくりを目指しており、当グループにとって、グローバルな製品供給能力、技術開発力、

国際的価格競争力への対応が経営の重要課題となっている。当グループが市場の変化に適切な対応

（国内・海外の設備投資等）ができない場合には、将来の成長と収益に影響を与え、ひいては当グ

ループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性がある。さらには昨今の環境問題やエネル

ギー問題に対する社会的な意識の高まり等から、燃料電池車等、従来とは異なる動力方式を採用する

自動車の開発も盛んになっており、当グループの経営判断に少なからず影響を与える可能性がある。

(2) 販売先の地理的経済環境に関するするリスクについて

当グループの売上高は日本国内及びアジア、ヨーロッパ地域向けが高い比率を占めており、これら

の地域及び国の経済環境が当グループの経営成績及び財政状態等に影響を与える可能性がある。

(3) 原材料等の調達におけるリスクについて

当グループの主要製品に使用される原材料及び燃料については、品質、コスト面も含めた最適な調

達先を選定しているが、需給バランスの変化により影響を受けるとともに、市況変動による原材料価

格及び燃料価格の上昇が、当グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性がある。

(4) 為替レートの変動に関するリスクについて

当グループの収益、費用、資産に関しては、外貨建て（ドル・ユーロ等）が含まれており、これらの

売上高は為替相場の変動を受けることから、当グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす

可能性がある。

(5) 海外事業に関するリスクについて

当グループは、ヨーロッパ、アジア、米国その他の海外市場において生産や販売活動を行なってい

るが、海外市場での事業活動には、①予期しない法律や規則、税制の変更、②テロや戦争、政治的また

は経済的要因による社会的混乱、③人材確保の難しさ、④技術インフラや物流面の整備の遅れによる

生産、販売への影響等のリスクが考えられる。これらの事象の発生によっては、現地事業の遂行に影

響が生じ、ひいては当グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性がある。

(6) 情報システムに関するリスクについて

当グループは販売システム、生産管理システム、会計システム等、多くの業務分野で電子システム

に依存している。また、グループ内での情報伝達にも電子メール等を広く活用しており、サーバー等

の機器の故障やプログラム上の不具合、サイバーテロ等によるシステム障害によって業務の遂行に

支障をきたし、ひいては当グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性がある。

(7) 環境汚染に関するリスクについて

当グループは、日頃より環境保全に細心の注意を払っているが、自然災害等の不測の事態により環

境災害が発生した場合には当グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性がある。

(8) 災害等に関するリスクについて
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当グループは、すべての生産施設において定期的な設備点検と災害防止検査を行ない製造ライン

中断による損失発生防止に努めているが、大規模な災害等が発生した場合、生産に著しい支障が生

じ、ひいては当グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性がある。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 技術供与契約

　

相手会社名 国名 契約年月日 内容 契約期間 備考

株式会社瑞進カム 韓国 平成８年９月13日
焼結カムシャフトの

製造法

平成８年９月13日

より量産開始後

７年間

以降年次

更新可

ヘナン　ヅォングァン　

エンジン　フィッテイ

ング　ストック社

中国 平成17年９月２日
シリンダーライナの

製造法
製品供給終了迄

儀征双環活塞環

有限公司
中国 平成17年12月27日

ピストンリングの製

造法

平成24年12月31日

迄

以降年次

更新可

アイピーリングス社 インド

平成15年12月１日
組合せオイルリング

の製造法

平成23年11月30日

迄

平成17年３月１日 窒化リングの製造法
平成22年２月28日

迄

平成17年10月７日
オイルリングの製造

法

平成22年10月６日

迄

平成20年２月21日
スチールリングの製

造法

平成25年２月20日

迄

平成20年４月１日

クロームメッキリン

グ・鋳鉄リングの製

造法

平成25年３月31日

迄

ジーケーエヌ

シンターメタルス社
インド 平成19年３月31日

焼結合金バルブシー

トの製造法

平成22年３月30日

迄

以降年次

更新可

(注)　上記技術供与契約は全て提出会社にて締結している。

　

　
(2) 合弁事業契約

　

相手先名 国名 合弁会社名 出資比率 認可年月日

インディア　ピストンズ社他 インド アイピーリングス社 9.99％平成８年２月９日

帝国ピストンリング株式会社 インドネシア
エヌティー　ピストンリン
グ　インドネシア社

50.00％平成13年３月30日

①　聯　合　社
②　瑞進クラッチ社他

韓国 株式会社瑞進カム 6.40％平成13年３月17日

(注)　上記合併事業契約は全て提出会社にて締結している。

　

(3) その他（業務提携契約）

　

相手先 国名 内容

ＫＳ　コルベンシュミット社 ドイツ マーケティング及び技術開発におけるグローバルな業務協力

(注)　上記業務提携契約は提出会社にて締結している。
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６ 【研究開発活動】

　

当グループにおいて、研究開発活動の全ては当社が行っている。

当連結会計年度の研究開発活動は、自動車関連製品事業であるピストンリング、組立式焼結カムシャフト

及びバルブシートを主要製品と位置づけ、エンジンの低燃費化・排ガス規制などの地球環境保護に貢献す

る製品開発、省エネ・省資源対策としての軽量化、希薄燃焼、代替燃料に対応したバルブシート開発及び国

際価格競争力強化のためのコスト低減工法確立に取り組むとともに、焼結技術を活用し非エンジン分野の

拡大にも取り組んでいる。

更に内外エンジンメーカーのサブシステムによるエンジン開発に対応するため、周辺部品を考慮した最

適設計を行うシステムサプライの推進に取り組んでいる。

また、当連結会計年度に支出した研究開発費は16億55百万円である。

事業の種類別セグメントの研究開発活動は次のとおりである。

(1) 自動車関連製品事業

当連結会計年度に支出した自動車関連製品事業に係る研究開発費は15億88百万円であり、主な研究

開発の成果は次のとおりである。

① アルミボア用ピストンリング

これまで欧州の自動車メーカーを中心に採用されてきたアルミシリンダー技術は、軽量化による

燃費低減やリサイクルの容易性等を背景に国内エンジンメーカーでも北米、国内の量産モデルで採

用されるに至っている。当社ではこれらの顧客との開発、量産実績から得られたアルミボア固有の技

術的諸課題に対応するため、新技術の適用されたピストンリングの量産化開発を進めている。

② 低フリクションピストンリング

エンジンの低燃費化への対応として、低張力でシール機能を満足するピストンリングの技術を確

立した。特にフォーミュラカーレース用リングの製造で培った高精度薄幅リングの設計や加工技術

を適用することで、大径ボアエンジンで高精度リングの量産化開発を完了し高い信頼性が確認され

た。

③ 耐久性にすぐれたディーゼルエンジン用ピストンリング

ディーゼルエンジンの排ガス規制対応に対する顧客要求に対し、耐スカッフ性、耐摩耗性に優れ

た、ＰＶＤ表面処理ピストンリングの量産拡大を図った。更に、Euro-VI、US10等の排ガス規制及び重

量車燃費規制に対しては、新ＰＶＤ皮膜技術等を適用し、排ガスと燃費の低減が両立できるピストン

リング技術の開発を進めている。

④ バルブシート

ガソリンエンジンでは低燃費希薄燃焼化対応材、ディーゼルエンジンでは排気ガス規制対応材、ま

た昨今増えつつあるバイオアルコール燃料（Ｅ85等）に対応した各種バルブシートの開発にいち早

く着手し、国内外の自動車メーカーへ量産中であり、海外メーカーからの引合いが急増している。

⑤ 組立式焼結カムシャフト

ガソリンエンジンではＶＶＴ（可変動弁機構）搭載の高機能エンジン、ディーゼルエンジンでは

乗用及び商用トラック用に開発し量産採用が増えている。また、高性能かつニアネットシェイプ化し

た次世代型組み立て焼結カムシャフトの開発に成功し一昨年より量産を開始している。

⑥ ＭＩＭ製品

当社のコア技術である材料技術と焼結技術を活かしたＭＩＭ工法による軟磁性材料を開発し、燃

料噴射制御装置（インジェクタ）部品の量産数量が増加している。

⑦ 新規焼結製品
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エンジンブロックの高機能化ニーズに対応し、従来、鋳鉄ではアルミダイガストと密着性が困難

だった強化材用の鉄基焼結合金材を開発し、アルミ材との複合化に成功した。現在、数多くのガソリ

ン車へ量産中であり、当連結会計年度から乗用ディーゼルエンジンにも採用された。今後、多くの

カーメーカーへの展開が期待できる。

⑧ シリンダライナ

新長期排ガス規制対応ディーゼルエンジン用ライナの量産化開発を推進し量産仕様を確立した。

また、今後の排ガス規制や燃費規制に対応するための新材料・複合化技術についても開発及び評価

中である。

(2) 舶用関連製品事業

　当連結会計年度に支出した舶用関連製品事業に係る研究開発費は16百万円である。

成果としては、耐摩耗溶射ピストンリングにおいて高出力エンジンの高信頼性及び長寿命の要求

を十分に満足できることが顧客に確認され量産採用されている。また、初期なじみの改善でエンジン

の信頼性を更に高めた「なじみ溶射ピストンリング」は大幅な拡販が展開されている。

(3) その他の製品事業

当連結会計年度に支出したその他の製品事業に係る研究開発費は49百万円である。

その他の製品事業として基礎研究開発活動により、トライボロジー評価技術及び新表面処理技術の

応用開発に取り組み新製品への展開を図っている。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

当グループ(当社及び連結子会社)に関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として連結財

務諸表に基づいて分析した内容である。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度(平成20年３月31

日)現在において当グループが判断したものである。

　

(1) 重要な会計方針及び見積

当グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

き作成されている。

　当グループの財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５「経理の状況」の「連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項」に記載している。

　

(2) 当連結会計年度末財政状態の分析

《資産》

当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末に比べ、３億23百万円増加し、742億45百万円と

なった。これは主に売上高の増加に伴う「現金及び預金」が20億86百万円増加したこと及び設備投

資増加により「有形固定資産」が38億87百万円増加した一方、株価が下落したこと等により「投資

有価証券」が59億98百万円減少したことによるものである。

《負債》

負債については、前連結会計年度末に比べ15億２百万円増加し、490億73百万円となった。これは

「借入金」等が29億87百万円増加した一方、「繰延税金負債」が11億26百万円減少したこと等によ

るものである。

《純資産》

純資産については、前連結会計年度末に比べ11億78百万円減少し、251億71百万円となった。これは

主に「その他有価証券評価差額金」が16億11百万円減少した一方、「為替換算調整勘定」が２億57

百万円増加したこと等によるものである。

　

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、内需に弱さが見られたものの、輸出に支えられ概ね堅調に推

移した。一方、米国においては、サブプライムローン問題等により景気の減速感が強まったが、中国を含

む新興国の成長もあり、世界経済としては引き続き拡大基調にあった。

　当グループが関連する自動車業界においては、国内販売は532万台と前年同期比5.3％の減少となった

が、中近東や新興国を中心に輸出が堅調に推移したことにより、国内自動車生産台数は1,179万台と前

年同期比2.5％の増加となった。また、海外における日系自動車メーカーの生産も拡大を続けた。

　このような状況を背景に、当グループとしては、海外現地生産での供給能力拡大を進め、ＯＥＭへの拡

販に取り組んだ結果、国内・海外関連会社とも新規受注を獲得し、売上高は519億24百万円と前年同期

比7.8％の増加となった。

　損益面においては、固定費の削減を中心とした原価低減活動を推し進めたが、減価償却制度変更によ

る費用負担の増加や、原材料費の高騰等により、経常利益は12億32百万円と前年同期比27.5％減少し、

また当期純利益は５億32百万円となった。
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(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度のキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローにおいては販売が増

加したこと等により54億78百万円の収入となった。投資活動によるキャッシュ・フローは設備投資の

増加により72億16百万円の支出となった。また、財政活動によるキャッシュ・フローは主に設備投資資

金借入により25億64百万円の収入となった。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における海外設備投資は北米、インドネシアの製造拠点の立ち上げ、稼動に向けた設備投

資を重点的に実施している。また、国内設備投資は生産能力増強を主たる目的として実施している。

　当連結会計年度における設備投資等の総額は70億98百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資は

次のとおりである。

　

(1) 自動車関連製品事業

当連結会計年度において実施した設備投資は、国内外生産拠点の生産能力増強を主たる目的とし、総

額66億34百万円を実施した。

　

(2) 舶用関連製品事業

当連結会計年度において実施した設備投資は、維持更新を主たる目的とし、総額２億９百万円を実施

した。

　

(3) その他の製品事業

当連結会計年度において実施した設備投資は、維持更新を主たる目的とし、総額２億44百万円を実施

した。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社
平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
(埼玉県
 さいたま市
 中央区)

自動車関連
製品事業・
その他製品
事業

その他設備 1,539 764
281

(14,697)
11 2,598 200

栃木工場
(栃木県
 下都賀郡
 野木町)

自動車関連
製品事業・
舶用関連製
品事業・
その他製品
事業

生産・加工
設備

979 4,471
1,020

(91,487)
170 6,642 276

一関工場
(岩手県
 一関市)(注)４

自動車関連
製品事業・
その他製品
事業

生産・加工
設備

2,736 5,028
905

(77,157)
318 8,988 472

千厩工場
(岩手県
 一関市)(注)４

自動車関連
製品事業・
その他製品
事業

生産・加工
設備

654 746
234

(80,025)
9 1,645 100

野木分工場
(栃木県
下都賀郡
野木町) (注)４

自動車関連
製品事業・
その他製品
事業

生産・加工
設備

148 245
643

( 9,917)
4 1,042 38

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれていない。

２　上記金額は、帳簿価額によっている。

３　帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品の合計である。

４　一関工場、千厩工場および野木分工場の設備は、平成15年４月１日より子会社㈱日ピス岩手に貸与し、製造委託

している。なお、上記提出会社が保有する設備のほか、子会社㈱日ピス岩手が生産補助設備を363百万円保有し

ている。

５　現在休止中の設備はない。

　

(2) 国内子会社
平成20年３月31日現在

会社名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱日ピス島根
(島根県
 大田市)

自動車関連
製品事業

生産・加工
設備

53 93
140

(18,289)
10 298 38

㈱日ピス
福島製造所
(福島県
 伊達郡
 川俣町)

自動車関連
製品事業・
その他製品
事業

生産・加工
設備

1,587 3,902
1,403

(125,265)
285 7,178 296

㈱日ピス
川口製造所
(埼玉県
 川口市)

自動車関連
製品事業・
その他製品
事業

生産・加工
設備

8 10
316

( 1,652)
3 338 10

㈱日ピスビジネ
スサービス
(埼玉県
 さいたま市
 中央区)

その他製品
事業

その他設備 － 8
275

( 1,688)
0 284 22

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれていない。

２　上記金額は、各社の帳簿価額によっている。

３　帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品の合計である。

４　現在休止中の設備はない。
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(3) 在外子会社

平成20年３月31日現在

会社名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

エヌティー
ピストンリング
インドネシア社
(インドネシア
 西ジャワ州
 スルヤチプタ市)

自動車関連
製品事業

生産・加工
設備

311 1,291
236

(51,532)
1251,964 398

サイアム　
エヌピーアール社
(タイ サラブリ県)

その他の製
品事業

生産・加工
設備

50 137
22

(31,040)
7 217 91

エヌピーアール
マニュファクチュアリ
ング
ミシガン社
（アメリカ
 ミシガン州
 グランドヘブン市）

自動車関連
製品事業

生産・加工
設備

254 1,000
－
(－)

11,257 36

日環汽車零部件
製造（儀征）有限公司
（中国 江蘇省
  儀征市）

自動車関連
製品事業

生産・加工
設備

558 1,345
－
(－)

81,912 51

エヌピーアール
マニュファクチュアリ
ング インドネシア社
（インドネシア
　東ジャワ州
　パスルアン市）

自動車関連
製品事業

生産・加工
設備

－ －
114

(35,409)
14 129 12

エヌピーアール
マニュファクチュアリ
ング　ケンタッキー社
（アメリカ
　ケンタッキー州
  バーズタウン市）

自動車関連
製品事業

生産・加工
設備

1,340 10
83

(160,498)
931,528 101

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれていない。

２　上記金額は、各社の帳簿価額によっている。

３　帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品の合計である。

４　現在休止中の設備はない。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

　

会社名 所在地

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着工年月完了年月
完成後の
能力

総額 既支払額

エヌピーアール
マニュファクチュ
アリング
ケンタッキー社

アメリカ
　 ケ ン
タッキー
州
バーズタ
ウン市

自動車用 工場新設
　5,500百

万円

3,802
百万円

自己資金
及びリー
ス

平成18年
５月

平成23年
６月

1,800万
本/年

(注) アメリカにおける現地生産により日系メーカーをはじめ、現地メーカーへの拡販を図るため、工場を建設中であ

る。

　

　

(2) 重要な設備等の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 195,450,000

計 195,450,000

　

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 83,741,57983,741,579

東京証券取引所
(市場第一部)

名古屋証券取引所
(市場第一部)

―

計 83,741,57983,741,579― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成14年４月１日～
平成15年３月31日
　　　　　　　  (注)

― 83,741,579 ― 9,839 △3,325 5,810

(注)　資本の欠損の填補を目的とした資本準備金の取崩である。
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 49 34 171 42 4 10,06410,364 ―

所有株式数
(単元)

― 23,443 593 9,4751,366 81 48,40783,365376,579

所有株式数
の割合(％)

― 28.12 0.71 11.36 1.64 0.10 58.07100.00 ―

(注) １　自己株式1,658,572株は「個人その他」に1,658単元、「単元未満株式の状況」に572株が含まれている。

　　なお、自己株式1,658,572株は株主名簿上の株式数であるが、平成20年３月31日現在の実質保有株式数は

1,657,572株である。

２　上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義のものが３単元含まれている。

　　　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 5,522 6.59

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 3,239 3.87

株式会社新生銀行 東京都千代田区内幸町二丁目１番８号 1,650 1.97

日新火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台二丁目３番地 1,649 1.97

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 1,573 1.88

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(信託口)          (注)２

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,547 1.85

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,482 1.77

日本ピストンリング持株会
埼玉県さいたま市中央区本町東五丁目12番
10号

1,258 1.50

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社(信託口)　　　　　　　(注)２

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,234 1.47

資産管理サービス信託銀行(証券投資
信託口)　　　　　　　　　 (注)２

東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟

1,226 1.46

計 ― 20,381 24.34

(注) １　上記のほか、当社保有の自己株式1,658千株(1.98％)がある。

     ２　所有株式数は全て信託業務に係る株式である。

     ３　所有株式数は千株未満を切り捨てて表示している。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,658,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

81,707,000
81,707 ―

単元未満株式
普通株式

376,579
― ―

発行済株式総数 83,741,579― ―

総株主の議決権 ― 81,707 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式3,000株(議決権３個)が含まれている。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式572株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本ピストンリング
株式会社

埼玉県さいたま市中央区
　本町東五丁目12番10号

1,658,000― 1,658,0001.98

計 ― 1,658,000― 1,658,0001.98

(注)   　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に保有していない株式1,000株(議決権１個)があ　

る。

　 なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含まれている。
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

(平成20年６月27日　定時株主総会決議及び取締役会決議）

平成20年６月27日開催の第114回定時株主総会の承認を受け、会社法第236条、第238条、第240条の規定に

基づき、当社取締役に対して、ストックオプションとして新株予約権を発行することを、同日開催の取締役

会において決議したものである。

　

決議年月日 平成20年6月27日取締役会

付与対象者の区分及び人数 当社取締役９名

新株予約権の目的となる株式 当社普通株式

株式の数 193,000株

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権を行使することにより交付を受けることが
できる株式１株あたりの払込金額を１円とし、これに
付与株式数を乗じた金額とする。

新株予約権の行使期間 平成20年８月１日～平成45年７月31日

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌
日以降10日間に限り、新株予約権を行使することができ
る。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使す
ることができるものとする。かかる相続人による新株予
約権の行使の条件は、下記③の契約に定めるところによ
る。

③その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と
新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ───────────

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項 注

注　　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を

総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存

する募集新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホ

までに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付

することとする。この場合において、募集新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換

契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
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イ　交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数

と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

ロ　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

ハ　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、決定する。

ニ　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、調整し

た再編後の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とする。

ホ　新株予約権を行使できる期間

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、

新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

へ　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

ト　新株予約権の行使

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

チ　再編対象会社による新株予約権の取得事由

以下に準じて決定する。

①　当社は、新株予約権が上記「新株予約権の行使の条件」の権利行使の条件に該当しなくなった等により権利

を行使し得なくなった場合又は権利を放棄した場合、新株予約権を無償で取得することができるものとす

る。

②　当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会決

議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

イ　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ロ　当社が分割会社となる会社分割契約または会社分割契約計画承認の議案

ハ　当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案

③　新株予約権者が新株予約権割当契約の条項に違反した場合、当社は新株予約権を無償で取得することができ

る。

　

　

EDINET提出書類

日本ピストンリング株式会社(E01597)

有価証券報告書

 32/103



２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項なし。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 10,938 2,466

当期間における取得自己株式 1,868 330

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めていない。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

　　　　　　　　　　　　　　
      ―

　　　　　　　　　　　　　　
           ―

　　　　　　　　　　　　　　
           ―

　　　　　　　　　　　　　　
           ―

消却の処分を行った取得自己株式
　　　　　　　　　　　　　　

      ―
　　　　　　　　　　　　　　
           ―

　　　　　　　　　　　　　　
           ―

　　　　　　　　　　　　　　
           ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

　　　　　　　　　　　　　　
      ―

　　　　　　　　　　　　　　
           ―

　　　　　　　　　　　　　　
           ―

　　　　　　　　　　　　　　
           ―

その他
　　　　　　　　　　　　　　
           ―

　　　　　　　　　　　　　　
           ―

　　　　　　　　　　　　　　
           ―

　　　　　　　　　　　　　　
           ―

保有自己株式数 1,658,572
　　　　　　　　　　　　　　
           ―

1,660,440
　　　　　　　　　　　　　　
           ―

　

３ 【配当政策】

配当の基本的な方針は、「業績に応じた株主への適切かつ安定的な利益配分」としている。また、毎事業

年度における配当の回数についての基本方針は、中間配当及び期末配当の年２回としている。これら配当の

決定機関は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会である。当事業年度の配当につい

ては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当り５円の期末配当としている。

　内部留保資金の使途については、財務体質の強化及び競争力の維持向上や収益拡大に不可欠な設備投資、

研究開発投資に充当し、企業価値増大に努めていくこととしている。

　また、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めている。

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、次のとおりである。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当りの配当金（円）

　平成20年６月27日
　　定時株主総会決議

                   410 5.00  
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 230 266 448 402 290

最低(円) 108 158 223 225 139

(注)　株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものである。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 232 220 199 177 174 166

最低(円) 207 171 175 139 150 140

(注)　株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものである。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
代表取締役

― 吉永　汎 昭和21年１月６日生

昭和43年４月 当社入社

注２ 40

平成９年７月 当社生産技術第二部長

平成11年６月 当社取締役

平成16年４月 当社常務取締役

平成18年６月 当社取締役社長(現任)

取締役副社長
代表取締役

― 森 　秀文 昭和22年10月15日生

昭和46年４月 株式会社日本長期信用銀行入行

注１ 9

平成10年11月 同行取締役副頭取

平成12年３月 同行専務取締役

平成12年６月 株式会社新生銀行専務取締役

平成16年６月 新生証券株式会社代表取締役会

長兼社長

平成18年１月 当社顧問

平成18年６月 当社取締役副社長(現任)

常務取締役 ― 村山　稔 昭和20年11月17日生

昭和43年４月 当社入社

注２ 27

平成８年６月 当社営業部長

平成13年６月 当社取締役

平成17年６月 当社常務取締役

平成18年11月 当社常務取締役、品質本部長、経

営管理部・経理部・原価管理部

担当(現任)

取締役

海外事業本部副本部
長、エヌティ　ピスト
ンリング　インドネシ
ア社取締役社長

髙橋　重夫 昭和23年３月24日生

昭和41年４月 当社入社

注１ 49

平成10年１月 当社関連事業部長

平成14年２月 当社執行役員

平成16年６月 当社取締役

平成19年７月 当社取締役、海外事業本部副本部

長、エヌティ　ピストンリング　イ

ンドネシア社取締役社長(現任)

取締役 生産技術本部長 前田　賴成 昭和22年７月24日生

昭和46年４月 トヨタ自動車工業株式会社入社

注２ 17

平成10年１月 アート金属工業株式会社入社

平成15年３月 当社入社

平成16年１月 当社執行役員

平成17年６月 当社取締役

平成18年６月 当社取締役、生産技術本部長(現

任)

取締役 開発本部長 竹内　康二 昭和27年１月15日生

昭和49年４月 当社入社

注１ 16

平成13年４月 当社パワートレイン開発部長

平成14年２月 当社執行役員

平成18年６月 当社取締役

平成18年10月 当社取締役、開発本部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数　
(千株)

取締役 営業本部副本部長 坂本　裕司 昭和32年10月22日生

昭和52年７月 当社入社

注１ 14

平成13年４月 当社東京東営業部長

平成16年４月 当社執行役員

平成18年６月

平成20年４月

当社取締役

当社取締役、営業本部副本部長

(現任)

取締役 山本　彰 昭和33年２月９日生

昭和56年４月 当社入社

注１ 12

平成14年10月 当社管理センター長

経営企画部長
平成16年４月 当社執行役員

平成18年６月 当社取締役

平成18年11月 当社取締役、経営企画部長、経営

企画部担当(現任)

取締役 大谷　正明 昭和27年10月29日生

昭和50年４月 当社入社

注１ 11

平成10年11月 当社与野工場製造第二部長

製造本部長、 平成16年４月  株式会社日ピス岩手一関工場長

製造本部栃木工場長 平成18年６月  当社執行役員

平成20年６月 当社取締役、製造本部長、製造本

部栃木工場長(現任)

常勤監査役 越野　和雄 昭和21年１月５日生

昭和43年４月 当社入社

注３ 15― 平成６年４月 当社生産技術第一部長

平成17年６月 当社常勤監査役(現任)

常勤監査役 矢島　悟 昭和24年11月７日生

昭和43年４月 当社入社

注５ －― 平成16年４月  当社管理センター長

平成20年６月  当社常勤監査役(現任)

監査役 石橋　博 昭和23年７月10日生

昭和49年４月 弁護士登録

注５ 8―
昭和49年４月 丸の内総合法律事務所入所(現

任)

平成16年６月 当社監査役(現任)

監査役 佐藤　美樹 昭和24年12月５日生

昭和47年４月 朝日生命保険相互会社入社

注３ －

平成15年４月  同社執行役員

― 平成16年４月  同社常務執行役員

平成16年７月  同社取締役常務執行役員(現任)

平成17年６月  当社監査役(現任)

監査役 ― 堀江　皓 昭和17年10月24日生

平成３年４月 岩手大学工学部教授

注４ －

平成13年４月 岩手大学地域共同研究センター

長

平成17年４月 岩手大学国際交流センター長

平成18年４月 岩手大学工学部付属鋳造技術研

究センター長

平成18年６月 当社監査役(現任)

平成20年４月 岩手大学工学部特任教授(現任)

計 218

　(注) １平成20年６月27日後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。

２平成19年６月28日後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。

３平成17年６月29日後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。

４平成18年６月29日後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。

５平成20年６月27日後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。

６監査役 石橋 博、監査役 佐藤 美樹及び監査役 堀江 皓は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

７当社の執行役員は以下の９名である。

上席執行役員　立石　幸男

執行役員　　　辻　　龍也

執行役員　　　鈴木　保雄

執行役員　　　江上　保吉

執行役員　　　西城　宏人

執行役員　　　高橋　輝夫

執行役員　　　佐藤　健司

執行役員　　　山田　辰穂

執行役員　　　原田　孝之
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社では、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の重要課題の一つとしてとらえ、積極的に取り組んで

いる。

経営理念として、「顧客第一主義の考えに立ってすべての物事を進める」、「環境の変化に柔軟に対応し

適切な利益を確保して株主をはじめ関連先に報恩する」、「社会との調和をはかり、ワールドワイドな総合

部品メーカーの地位を確保して人類の進運に寄与する」、「常に革新と業積の向上に努めて会社の繁栄を

図り社員の生活向上を築き上げる」を掲げている。

　すなわち、株主や取引先、地域社会、従業員等といった当社を取り巻く様々なステークホルダー（利害関

係者）の立場を尊重し、もって社会の一員としての義務を果たしていくことが必要だと考えている。これら

が企業の永続的成長と原動力となり、最終的には株主にも長期的な利益をもたらすと考えている。したがっ

て、当社では「経営の透明性を高めること」、「ステークホルダー（利害関係者）への説明責任の達成」お

よび「経営の迅速化」をコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方としている。

(2) 会社の機関等の内容及び内部統制システムの整備状況その他の説明

① 会社の機関等の内容に関する説明

当社は株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める特別決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う旨を定款で定めている。

当社は取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めている。また、取締役の選任

決議は累積投票によらないものとする旨を定款で定めている。

当社は機動的な資本政策を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議に

よって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めている。また、業績に応じた

株主への機動的かつ適切な利益配分を可能とするため、会社法第454条第５項により、取締役会決議に

よって中間配当をすることができる旨を定款に定めている。

当社は監査役会設置会社であり、社外監査役３名を含む５名（平成20年３月末現在）で隔月に監査役

会を開催している。なお、当社と社外監査役は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約をしている。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める額

としている。また、当社の社外監査役である佐藤美樹は当社株式を3,239千株を保有する朝日生命保険相

互会社の取締役常務執行役員であり、当社は同社から５億円を借入している。

社外取締役は選任していない。当社は執行役員制を導入し、取締役会において意思決定された業務を代

表取締役の指揮監督のもとに執行している。当制度により、取締役から執行役員への権限委譲が可能とな

り、経営の効率化を図っている。

当社では適時適切な経営判断を可能とするため、取締役会、経営戦略会議、経営執行会議、執行役員会を

以下のように運営している。

　（取締役会）

定例取締役会は月１回開催し、９名の取締役が会社法および定款で定められた事項、その他重要な経

営に関する事項を審議している。また、必要に応じて随時、取締役会を開催している。なお、当社の取締

役は９名以内とする旨を定款で定めている。
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　（経営戦略会議）

取締役及び取締役社長が指名する執行役員をもって構成し、重要経営戦略その他経営計画等を討議

している。（原則月２回開催)

　（経営執行会議）

取締役、監査役、執行役員、部門長をもって構成し、業務の進捗状況の管理とその他重要案件の周知徹

底を図っている。（原則月１回開催）

　（執行役員会）

取締役社長、経営企画部担当役員、執行役員をもって構成し、取締役会で決定した方針の徹底を目的

とした報告及び情報の交換等を行っている。（原則月１回開催）

また、業務執行部門に本部制を導入し、各本部自己完結型の組織体制による業務執行の迅速化と責任明

確化を図るとともに、取締役の相互牽制機能強化を図っている。

さらに、当グループ（当社及び連結子会社）は製造子会社及び販売子会社等を有しているが、各連結子

会社の役員には当社の役員（執行役員を含む）を兼務する者も多数存在し、当社の経営判断等が速やか

に伝達される仕組みとなっている。

　

② 内部統制システムの状況等に関する説明

内部監査機能として、各業務執行部門から独立した組織としての監査室４名が通常の業務監査を実施

しており、社内業務に関して法規及び社内規程からの逸脱の有無等に留意しながら、内部統制システムの

検証と改善を図る体制としている。また、会計監査人からは、監査役との協力体制の下で実施される会計

監査の過程において、会計基準に対する適正性確保のための助言・提言を頂いている。当社の会計監査業

務を執行した公認会計士は次のとおりである。

　

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数

指定社員
業務執行社員

神　谷　和　彦

新日本監査法人

―

吉　村　 基 ―

渡　辺　伸　啓 ―

　

監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士補等４名である。

なお、当社は、金融商品取引法第24条の４の４に定める内部統制報告書の作成を適正に行うため、「財

務報告に係る内部統制方針書」を取締役会において決議し、また、「『財務報告に係る内部統制』に関す

る規定」を制定し、取締役社長以下当該内部統制を実現するための体制を構築し、運用する体制を整えて

いる。また、副社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス経営の向上を

図っている。当社は、企業は単に公正な競争を通じて利潤を追求するという経済主体ではなく、広く社会

にとって有用な存在でなければならないと認識している。この認識に基づき、当グループの役員・従業員

の日常行動が、法令・企業倫理・社内規定の遵守という観点から適切な行動であり続けるための判断の

拠りどころとして、「コンプライアンス行動指針」を制定している。顧問弁護士事務所には業務執行に関

して必要に応じ、法律的な観点からの助言を求めている。

リスク管理機能として、経営管理部担当役員を委員長とするリスクマネジメント委員会を設置してお

り、経営リスク、情報管理、災害、紛争等、当社を巡るリスクに対し的確かつ迅速な対応を図っている。
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(3) 役員報酬の内容

当社が平成19年度中において取締役に対して支払った報酬の総額は２億６百万円であり、監査役に対

して支払った報酬の総額は44百万円である。

なお、平成19年度中における取締役及び監査役に対する役員退職慰労引当金繰入額は71百万円である。

　

(4) 監査報酬の内容

当社は平成19年度中において、会計監査人である新日本監査法人に対して支払った報酬は次のとおり

である。

①公認会計士法(昭和23年法律103号)第２条１項に規定する業務に基づく報酬　33百万円

　②上記以外の業務に基づく報酬                                           ６百万円

　　（業務内容：内部統制の評価・報告制度の導入に関するコンサルティング業務）
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成している。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。

　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

している。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、新日本監

査法人の監査を受けている。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金及び預金 1,947 4,033

　　　受取手形及び売掛金 ※６ 9,670 9,916

　　　有価証券 34 ―

　　　たな卸資産 8,376 8,747

　　　繰延税金資産 728 531

　　　その他 ※５ 1,159 890

　　　貸倒引当金 △235 　△213

　　　流動資産合計 21,68029.3 23,90532.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産
※１
※２

　　　　建物及び構築物 9,616 10,401

　　　　機械装置及び運搬具 19,051 18,651

　　　　土地 5,455 5,666

　　　　建設仮勘定 2,130 5,384

　　　　その他 1,074 1,112

　　　有形固定資産合計 37,32950.5 41,21755.5

　２　無形固定資産

　　　　借地権 400 400

　　　　ソフトウェア 99 47

　　　　のれん 1 64

　　　　その他 91 17

　　　無形固定資産合計 592 0.8 529 0.7

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券
※１
※３

12,068 6,069

　　　　長期貸付金 24 20

　　　　繰延税金資産 748 885

　　　　その他 1,568 1,660

　　　　貸倒引当金 △91 △43

　　　投資その他の資産合計 14,31819.4 8,59311.6

　　　固定資産合計 52,24170.7 50,33967.8

　　　資産合計 73,921100.0 74,245100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形及び買掛金 ※６ 8,770 8,977

　　　短期借入金 ※１ 5,136 3,720

　　　一年内返済長期借入金 ※１ 2,374 2,726

　　　一年内償還社債 － 3,200

　　　未払法人税等 480 459

　　　設備関係支払手形 2,787 2,203

　　　その他 ※５ 3,677 3,378

　　　流動負債合計 23,22631.4 24,66633.2

Ⅱ　固定負債

　　　社債 3,200 －

　　　長期借入金 ※１ 16,259 18,979

　　　長期未払金 57 84

　　　繰延税金負債 2,250 1,123

　　　退職給付引当金 2,312 2,651

　　　役員退職慰労引当金 265 324

　　　その他 － 1,244

　　　固定負債合計 24,34533.0 24,40732.9

　　　負債合計 47,57164.4 49,07366.1

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 9,83913.3 9,83913.3

　２　資本剰余金 5,8757.9 5,8757.9

　３　利益剰余金 5,7447.8 5,8247.8

　４　自己株式 △365△0.5 △368△0.5

　　　株主資本合計 21,09328.5 21,17128.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

3,1184.2 1,5062.0

　２　繰延ヘッジ損益 35 0.1 40 0.0

　３　為替換算調整勘定 378 0.5 636 0.9

　　　評価・換算差額等合計 3,5314.8 2,1832.9

Ⅲ　少数株主持分 1,7242.3 1,8162.5

　　　純資産合計 26,34935.6 25,17133.9

　　　負債純資産合計 73,921100.0 74,245100.0
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② 【連結損益計算書】

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 48,150100.0 51,924100.0

Ⅱ　売上原価 37,24577.4 40,08677.2

　　　売上総利益 10,90522.6 11,83822.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

      販売費 3,738 3,480

　　　一般管理費 5,139 8,87818.4 5,782 9,26217.8

　　　営業利益 2,0274.2 2,5755.0

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 33 38

　　　受取配当金 141 153

　　　為替差益 118 ―

      スクラップ売却益 ― 53

　　　その他 164 458 0.9 188 432 0.8

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 392 516

　　　持分法による投資損失 11 ―

　    為替差損 ― 828

　　　たな卸資産廃棄損 66 84

　　　固定資産廃棄損 125 77

　　　その他 189 785 1.6 269 1,7763.4

　　　経常利益 1,7003.5 1,2322.4

Ⅵ　特別利益

　　　投資有価証券売却益 41 503

      貸倒引当金戻入額 ― 72

　　　固定資産売却益 ※３ 18 60 0.1 ― 575 1.1

Ⅶ　特別損失

　　　固定資産廃棄損 ※４ ― 71

　　　関係会社株式消却損 174 174 0.3 ― 71 0.2

　　　税金等調整前当期純利益 1,5853.3 1,7363.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

815 872

　　　過年度法人税、住民税
　　　及び事業税

― 152

　　　法人税等調整額 △91 723 1.5 23 1,0492.0

　　　少数株主利益 118 0.3 155 0.3

　　　当期純利益 743 1.5 532 1.0
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 9,839 5,875 5,440 △362 20,793

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当(注) △410 △410

　役員賞与金(注) △29 △29

　当期純利益 743 743

　自己株式の取得 △2 △2

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 303 △2 300

平成19年３月31日残高(百万円) 9,839 5,875 5,744 △365 21,093

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,653 ― △79 2,574 1,592 24,959

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当(注) △410

　役員賞与金(注) △29

　当期純利益 743

　自己株式の取得 △2

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

464 35 458 957 132 1,089

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

464 35 458 957 132 1,390

平成19年３月31日残高(百万円) 3,118 35 378 3,531 1,724 26,349

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分である。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 9,839 5,875 5,744 △365 21,093

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △410 △410

　当期純利益 532 532

　自己株式の取得 △2 △2

　連結子会社増加による剰余金
　減少高

△41 △41

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 80 △2 77

平成20年３月31日残高(百万円) 9,839 5,875 5,824 △368 21,171

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,118 35 378 3,531 1,724 26,349

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △410

　当期純利益 532

　自己株式の取得 △2

　連結子会社増加による剰余金
　減少高

△41

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△1,611 5 257 △1,348 91 △1,256

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△1,611 5 257 △1,348 91 △1,178

平成20年３月31日残高(百万円) 1,506 40 636 2,183 1,816 25,171
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日  
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日  
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税金等調整前当期純利益 1,585 1,736

　　　減価償却費 4,066 4,714

　　　有形固定資産売却益 △18 ―

　　　有形固定資産売却損 ― 0

　　　有形固定資産廃棄損 ― 148

　　  のれん償却額 0 16

　　　引当金の増減額(△は減少) 587 318

　　　前払年金費用の増減額(△は増加) △467 △286

　　　受取利息及び受取配当金 △175 △191

　　　支払利息 392 516

　　　持分法による投資損益(△は益) 11 ―

　　　為替差損益(△は益) △118 828

　　　投資有価証券売却益 △41 △503

　　　関係会社株式消却損 174 ―

　　　売上債権の増減額(△は増加) △124 △889

　　　たな卸資産の増減額(△は増加) △1,021 △374

　　　仕入債務の増減額(△は減少) 597 149

　　　未払(未収)消費税等の増減額(△は減少) △51 95
　　　その他 202 349

                        小計 5,599 6,629

　　　利息及び配当金の受取額 470 237
　　　利息の支払額 △371 △490
　　　法人税等の支払額 △1,208 △897

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 4,490 5,478

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有価証券の取得による支出 ― △191

　　　有価証券の売却による収入 ― 229

　　　有形固定資産の取得による支出 △7,423 △8,133

　　　有形固定資産の売却による収入 32 1

　　　投資有価証券の取得による支出 △2,781 △0

　　　投資有価証券の売却による収入 53 750

　　　関係会社の有償減資による収入 77 ―

　　　貸付けによる支出 △41 ―

　　　貸付金の回収による収入 6 4

　　　その他固定資産の取得による支出 △35 △65

　　　その他固定資産の売却による収入 8 67
　　　連結の範囲の変更を伴う子会社株式取　　
　　　得による収入　　　　

― 3

　　　その他 △101 117

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △10,205 △7,216

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　短期借入金純増減額(△は減少) 939 △1,424

　　　長期借入れによる収入 9,076 5,445

　　　長期借入金の返済による支出 △7,563 △2,374
　　　セール・アンド・リースバックによる収
　　　入

― 1,357

　　　配当金の支払額 △408 △410

　　　自己株式取得による支出 △2 △2
　　　その他 ― △25

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 2,040 2,564

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 163 6

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △3,511 833

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 5,276 1,842
Ⅶ　新規連結による現金及び現金同等物の増加
　　額

76 1,358

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 1,842 4,033
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社の数　16社
　　　連結子会社名は「第１　企業の概況　４　関係会社の状

況」に記載しているため省略している。
　　　なお、前連結会計年度まで非連結子会社であった日塞

環貿易(上海)有限公司は、当連結会計年度におい
て営業活動を開始し重要性が増したため、当連結
会計年度より連結の範囲に含めている。
また、日塞環汽車零部件製造(鎮江)有限公司及び
エヌピーアール　ユーエス　ホールディングス社に
ついては、当連結会計年度において新たに設立し
重要性が増したため、連結の範囲に含めている。
　

１　連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社の数　20社
　　　連結子会社名は「第１　企業の概況　４　関係会社の状

況」に記載しているため省略している。
　　　なお、前連結会計年度まで非連結子会社であったエヌ

ピーアール　シンガポール社、エヌピーアール　マ
ニュファクチュアリング　インドネシア社及びエ
ヌピーアール　マニュファクチュアリング　ケン
タッキー社は重要性が増したため、連結の範囲に
含めている。
また、イー　エー　アソシエーツ社は当連結会計年
度においてエヌピーアール　シンガポール社が株
式を取得したことにより子会社となったため、連
結の範囲に含めている。

　　
　(2) 主要な非連結子会社
　　　エヌピーアール　シンガポール社

エヌピーアール　マニュファクチュアリング　イン
ドネシア社
エヌピーアール　マニュファクチュアリング　ケン
タッキー社

　　連結の範囲から除いた理由
　　　上記非連結子会社は、総資産・売上高・当期純損益及

び利益剰余金等のいずれも連結財務諸表に重要な
影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外し
ている。

　(2) 主要な非連結子会社
　　　　　　　――――――――――　　　　　　　　　
　　
　　

２　持分法の適用に関する事項
　(1) 持分法適用関連会社の数　該当なし。
　　　なお、前連結会計年度まで、持分法適用関連会社で

あった台和交通工業股?有限公司は、清算が結了
したため、持分法の適用範囲から除外している。
　
　

２　持分法の適用に関する事項
　(1) 持分法適用関連会社の数
　　　該当なし。
　　　

　(2) 持分法を適用していない非連結子会社
　　　エヌピーアール　シンガポール社

エヌピーアール　マニュファクチュアリング　イン
ドネシア社
エヌピーアール　マニュファクチュアリング　ケン
タッキー社

　　持分法の適用範囲から除いた理由
　　　上記非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等の

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい
ないため持分法の適用範囲から除外している。

　(2) 持分法を適用していない非連結子会社
　　　該当なし。
　　
　　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社の事業年度は、エヌピーアール　オブ　ヨー

ロッパ社、エヌティー　ピストンリング　インドネシ
ア社、サイアム　エヌピーアール社、エヌピーアール　
マニュファクチュアリング　ミシガン社、日環汽車零
部件製造(儀征)有限公司、日塞環貿易(上海)有限公
司、日塞環汽車零部件製造(鎮江)有限公司及びエヌ
ピーアール　ユーエス　ホールディングス社が12月31
日決算である事を除いて連結会計年度と合致してい
る。なお、連結財務諸表作成にあたっては同社の財務
諸表に基づき、連結決算日との間に生じた重要な取
引等については連結上必要な調整を行っている。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社の事業年度は、エヌピーアール　オブ　アメ

リカ社、エヌピーアール　オブ　ヨーロッパ社、エヌ
ティー　ピストンリング　インドネシア社、サイアム　
エヌピーアール社、エヌピーアール　マニュファク
チュアリング　ミシガン社、日環汽車零部件製造(儀
征)有限公司、日塞環貿易(上海)有限公司、日塞環汽
車零部件製造(鎮江)有限公司、エヌピーアール　ユー
エス　ホールディングス社、エヌピーアール　シンガ
ポール社、エヌピーアール　マニュファクチュアリン
グ　インドネシア社、エヌピーアール　マニュファク
チュアリング　ケンタッキー社及びイー　エー　アソ
シエーツ社が12月31日決算である事を除いて連結会
計年度と合致している。なお、連結財務諸表作成にあ
たっては同社の財務諸表に基づき、連結決算日との
間に生じた重要な取引等については連結上必要な調
整を行っている。

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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４　会計処理基準に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①　有価証券
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの
　　　　　連結決算期末前１ヶ月の市場価格等の平均に基づ

く時価法によっている。
　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

４　会計処理基準に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①　有価証券
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの
　　　　　　　　　　 　同左
　　　　　

　　　　　時価のないもの
　　　　　移動平均法による原価法によっている。

　　　　　時価のないもの
同左

　　②　デリバティブ
　　　　時価法によっている。

　　②　デリバティブ
同左

　　③　たな卸資産
　　　　主として移動平均法による原価法によっている。

　　③　たな卸資産
同左

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　機械装置及び運搬具については主として定額法、そ

の他については主として定率法によっている。

　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については定額法によっている。

　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりである。

　建物及び構築物 10～50年

　機械装置及び運搬具 ２～10年

　　①　有形固定資産

　　　　機械装置及び運搬具については主として定額法、そ

の他については主として定率法によっている。

　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については定額法によっている。

　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりである。

　建物及び構築物 10～50年

　機械装置及び運搬具 ２～10年

　　　(会計方針の変更)

　　　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い当

連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に

基づく方法に変更している。

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微である。

　　　(追加情報)

　　　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い当

連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得

した有形固定資産について、償却可能限度額まで

償却が終了した翌連結会計年度から取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却する方法によっている。

当該変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が408百万円それぞれ減少している。

なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に

記載している。

　　②　無形固定資産

　　　　定額法によっている。

　　　　なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)で償却している。

　　②　無形固定資産

同左

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左
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　　②　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上している。

　　　　なお、数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間による定額法によりそ

れぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理して

いる。

　　　　また、会計基準変更時差異(9,154百万円)について

は、15年による按分額を費用処理している。

　　②　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上している。

　　　　過去勤務債務については、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による按分額を処理している。

　　　　数理計算上の差異については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間による定額法によりそれぞ

れ発生の翌連結会計年度より費用処理してい

る。

　　　  会計基準変更時差異(9,154百万円)については、15

年による按分額を費用処理している。

　　　  (追加情報)

　　　  当社及び一部の連結子会社において、平成20年１月

に退職金制度の変更を行っている。当該制度変

更に伴い、適格退職年金制度からキャッシュ・

バランスプラン並びに確定拠出年金制度へ移行

している。本移行に伴い、「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指

針第１号)を適用している。また、本移行に伴い、

退職給付債務が534百万円減少し、同額の過去勤

務債務が発生している。

　　③　役員退職慰労引当金

　　　　親会社において役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を

計上している。

　　③　役員退職慰労引当金

同左

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ている。なお、在外子会社及び在外持分法適用会社

の資産及び負債、収益及び費用は連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における「為替換算調整勘定」及び「少数

株主持分」に含めて計上している。

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ている。なお、在外子会社の資産及び負債、収益及

び費用は連結決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部における「為替換

算調整勘定」及び「少数株主持分」に含めて計上

している。

　　 

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　当社及び国内連結子会社においては、リース物件の所

有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

り、一部の在外連結子会社においては、主として通

常の売買取引に準じた会計処理によっている。

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(6) 重要なヘッジ会計の方法
　　①　ヘッジ会計の方法
　　　　繰延ヘッジ処理を採用している。

なお、特例処理の要件を満たしている金利ス
ワップについては特例処理によっており、振当
処理の要件を満たしている為替予約については
振当処理によっている。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法
　　①　ヘッジ会計の方法
　　　　　　　　　　 　同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　(ヘッジ手段)
　　　ア．為替予約取引
　　　イ．金利スワップ取引
　　　ウ．商品スワップ取引
　　(ヘッジ対象)
　　　ア．外貨建金銭債権債務
　　　イ．借入金
　　　ウ．原燃料予定取引

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　(ヘッジ手段)

同左
　
　　(ヘッジ対象)

同左
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　　③　ヘッジ方針及びヘッジの有効性評価の方法
　　　　市場相場変動に伴なうリスクのヘッジを目的とし

て、実需に基づく債権又は債務を対象に内規に
定めたリスク管理を実施し、有効性の評価を
行っている。

　　③　ヘッジ方針及びヘッジの有効性評価の方法
同左

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項
　　　　消費税等の会計処理
　　　　消費税等の会計処理は、税抜き方式によっている。

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項
　　　　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　　連結子会社の資産及び負債の評価の方法は全面時価評

価法によっている。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項
　　のれんは、５年間で均等償却している。　　　　

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項
同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金預

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ
月以内に償還期限の到来する短期投資からなってい
る。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)
当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の
表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成
17年12月９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指
針」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業
会計基準適用指針第８号)を適用している。
これまでの資本の部の合計に相当する金額は、
24,590百万円である。
なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純
資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴
ない、改正後の連結財務諸表規則により作成してい
る。

　　　　　――――――――――――――――
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表示方法の変更
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結貸借対照表)

　　前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲
記されていたものは、当連結会計年度より「のれ
ん」と表示している。

　　　　　――――――――――――――――

 

　　　　　――――――――――――――――

 

(連結損益計算書)

　　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて
いた「スクラップ売却益」は営業外収益総額の100
分の10超となったため、当連結会計年度より区分掲
記した。
なお、前連結会計年度において営業外収益の「その
他」に含めた「スクラップ売却益」は32百万円であ
る。

(連結キャッシュ・フロー計算書)
　　　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度より
「のれん償却額」として表示している。

(連結キャッシュ・フロー計算書)
　　　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ

・フローの「その他」に含めていた「有形固定資産
廃棄損」は金額的重要性が増したため、当連結会計
年度より区分掲記した。
なお、前連結会計年度において営業活動による
キャッシュ・フローの「その他」に含めた「有形固
定資産廃棄損」は125百万円である。

　

　

(追加情報)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　担保資産

　(1) 担保提供資産

　　 (工場財団)

建物及び構築物 7,040百万円

機械装置 15,137百万円

土地 4,143百万円

　　 (その他)

建物及び構築物 746百万円

土地 275百万円

投資有価証券 1,054百万円

※１　担保資産

　(1) 担保提供資産

　　 (工場財団)

建物及び構築物 6,593百万円

機械装置 14,196百万円

土地 4,143百万円

　　 (その他)

建物及び構築物 724百万円

土地 275百万円

　(2) 担保資産に対する債務

　　 (工場財団設定分)

長期借入金 14,388百万円

(うち、一年内返済
長期借入金)

(1,731百万円)

短期借入金 567百万円

　　 (その他)

長期借入金 183百万円

(うち、一年内返済
長期借入金)

(165百万円)

　(2) 担保資産に対する債務

　　 (工場財団設定分)

長期借入金 14,357百万円

(うち、一年内返済
長期借入金)

(1,901百万円)

　　 (その他)

長期借入金 1,019百万円

(うち、一年内返済
長期借入金)

(241百万円)

※２　有形固定資産の減価償却累計額

51,254百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

55,275百万円

※３　非連結子会社及び関連会社に対する株式

　　　投資有価証券(株式) 3,047百万円

※３　　　　　──────────

　　

　４　受取手形割引高 170百万円 　４　受取手形割引高 150百万円

※５　未収消費税等は流動資産の「その他」に含めてい

る。未払消費税等は流動負債の「その他」に含め

ている。

※５　　　　　　　　　 同左

※６　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理している。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が期末残高に含

まれている。

受取手形　　　　　　　　　　　 32百万円

支払手形　　　　　　　　　　　120百万円

※６　　　　　──────────
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。

(販売費) (一般管理費)

発送費 1,158百万円―百万円

従業員給料及び
手当

976百万円1,496百万円

退職給付費用 205百万円 341百万円

貸倒引当金繰入額 145百万円 ―百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

―百万円 70百万円

研究開発費 ―百万円 1,705百万円

(販売費) (一般管理費)

発送費 1,174百万円―百万円

従業員給料及び
手当

862百万円1,558百万円

退職給付費用 186百万円 375百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

―百万円 72百万円

研究開発費 ―百万円 1,655百万円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は1,705百万円　

　　　である。

 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は1,655百万円で

ある。

 

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

　　　土地　　　　　　　　　　　　　　 18百万円

※３　　　　　──────────

※４　　　　　────────── ※４　　固定資産廃棄損の内訳は次のとおりである。

　機械装置　　　　　　　　　　　71百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　　　(株) 83,741,579 ― ― 83,741,579
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　　　(株) 1,638,202 9,432 ― 1,647,634
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　9,432株
　
　３　新株予約権等に関する事項
　　　　該当事項なし。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 410 5.00平成18年３月31日 平成18年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 410 5.00平成19年３月31日 平成19年６月29日

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　　　(株) 83,741,579 ― ― 83,741,579
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　　　(株) 1,647,634 10,938 ― 1,658,572
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　 10,938株
　
　３　新株予約権等に関する事項
　　　　該当事項なし。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 410 5.00平成19年３月31日 平成19年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 410 5.00平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,947百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等

△105百万円

現金及び現金同等物 1,842百万円

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,033百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等

―百万円

現金及び現金同等物 4,033百万円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

4 2,636 490 3,131

減価償却
累計額相当額

2 1,196 211 1,410

期末残高
相当額

2 1,439 278 1,720

　　なお、取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低い

ため、連結財務諸表規則第15条の３の規定で準用す

る財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づ

き、「支払利子込み法」により算定している。

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

4 2,589 444 3,038

減価償却
累計額相当額

2 1,520 217 1,741

期末残高
相当額

1 1,069 226 1,297

　　なお、取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定している。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 465百万円

１年超 1,255百万円

合計 1,720百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当

額の割合が低いため、連結財務諸表規則第15条の３

の規定で準用する財務諸表等規則第８条の６第２項

の規定に基づき、「支払利子込み法」により算定し

ている。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 438百万円

１年超 858百万円

合計 1,297百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当

額の割合が低いため、「支払利子込み法」により算

定している。

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 466百万円

減価償却費相当額 466百万円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 445百万円

減価償却費相当額 445百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 41百万円

１年超 338百万円

合計 379百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 152百万円

１年超 640百万円

合計 792百万円
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成19年３月31日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

取得原価(百万円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの

　　株式 3,590 8,758 5,168

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの

　　株式 0 0 △0

合計 3,590 8,759 5,168

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 53百万円 41百万円 ―百万円

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

その他有価証券

非上場株式　　　　　　　　　　261百万円

外国国債　　　　　　　　　　　 34百万円

　

４　その他有価証券のうち、満期があるものの償還予定額

１年以内 １年超

外国国債 34百万円 ―百万円
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当連結会計年度(平成20年３月31日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

取得原価(百万円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの

　　株式 3,254 5,780 2,525

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの

　　株式 89 77 △11

合計 3,344 5,858 2,514

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 752百万円 503百万円 ―百万円

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

その他有価証券

非上場株式　　　　　　　　　　　 211百万円
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(デリバティブ取引関係)

　

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

①　取引の内容及び利用目的等

　　通貨関連取引として、外貨建売掛金について為替変動

による損失を回避し、円貨によるキャッシュ・フ

ローを確定させるため、為替予約取引を当社が行っ

ている。

　　金利関連取引として、変動金利の借入金の調達資金を

通常３年から５年の固定金利の資金調達に換える

ため、金利スワップ取引を当社及び一部の子会社が

行っている。

　　また、商品関連取引として、原燃料の価格変動による

損失を回避するため、商品スワップ取引を一部の子

会社が行っている。

１　取引の状況に関する事項

①　取引の内容及び利用目的等

　　通貨関連取引として、外貨建売掛金について為替変動

による損失を回避し、円貨によるキャッシュ・フ

ローを確定させるため、為替予約取引を行ってい

る。

　　また、外貨建貸付金について為替変動における損失を

回避するために通貨オプション取引を行っている。

金利関連取引として、変動金利の借入金の調達資金

を通常３年から５年の固定金利の資金調達に換え

るため、金利スワップ取引を行っている。

　　商品関連取引として、原燃料の価額変動による損失を

回避するため、商品スワップ取引を行っている。

②　取引に対する取組方針

　　通貨関連におけるデリバティブ取引は、上記の取引に

ついてのみ行っており、売掛金の外貨額を超える契

約は行っていない。

　　金利関連のデリバティブ取引については、現在、変動

金利を固定金利に変換し、金利上昇リスクを避ける

目的で金利スワップ取引を利用しているのみであ

り、投機目的の取引及びレバレッジ効果の高い取引

は行わない方針である。

　　また、商品関連のデリバティブ取引は、原燃料の価格

変動による損失を回避するためにのみ行い、投機を

目的とした取引等は行わないこととしている。

②　取引に対する取組方針

　　通貨関連におけるデリバティブ取引は、上記の取引に

ついてのみ行っており、外貨建売掛金及び外貨建貸

付金の外貨額を超える契約は行わないこととして

いる。

　　金利関連のデリバティブ取引については、現在、変動

金利を固定金利に変換し、金利上昇リスクを避ける

目的で金利スワップ取引を利用しているのみであ

り、投機目的の取引及びレバレッジ効果の高い取引

は行わないこととしている。

　　商品関連におけるデリバティブ取引は、原燃料の価格

変動による損失を回避するためにのみ行い、投機を

目的とした取引等は行わないこととしている。

③　取引に係るリスクの内容

　　通貨関連における為替予約取引は、為替相場の変動に

よるリスクを有している。金利関連における金利ス

ワップ取引は、市場金利によるリスクを有してい

る。また、商品関連における商品スワップ取引は、原

燃料の価格変動によるリスクを有している。

　　なお、当社及び連結子会社の利用しているすべてのデ

リバティブ取引の契約先は、いずれも信用の高い国

内銀行であるため、相手先の契約不履行によるリス

クはほとんどないものと判断している。

③　取引に係るリスクの内容

　　通貨関連における為替予約取引及び通貨オプション

取引は、為替相場の変動によるリスクを有してい

る。金利関連における金利スワップ取引は、市場金

利の変動によるリスクを有している。また、商品関

連における商品スワップ取引は、原燃料の価格変動

によるリスクを有している。

　　なお、当社及び連結子会社の利用しているすべてのデ

リバティブ取引の契約先は、いずれも信用の高い国

内銀行であるため、相手先の契約不履行によるリス

クはほとんどないものと判断している。

④　取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の実行及び管理は当社においては

経理部にて、連結子会社においては、経理関連部署

が行っている。

　　当該デリバティブ取引については、ヘッジの対象およ

び目的も限定的なものであるため社内稟議等によ

る規制や管理を行っている。

　　なお、多額の借入金等は取締役会の専決事項であるた

め、取締役会にて決定している。

④　取引に係るリスク管理体制

同左
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２　取引の時価等に関する事項

　

前連結会計年度（平成19年３月31日）

該当事項なし。

いずれのデリバティブ取引もヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いている。

　

当連結会計年度（平成20年３月31日）

　

　　　　デリバティブの契約額等、時価及び評価損益の状況

　

区分 対象物の 取引の種類 契約金額等 時価 評価損益
種類 （百万円） （百万円） （百万円）

市場 通貨オプション取引

取引 　　売建
370 0 6

以外 通　貨

の取 　　買建
370 90 17

引　

合　　計
741 90 23

（注）　１　時価の算定方式については、取引金融機関により提示を受けた価格を使用している。

　 ２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。
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(退職給付関係)

　

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　(1) 適格退職年金

　　　当社及び一部の連結子会社において、確定給付型の制

度として、退職金の一部について適格退職年金制

度を採用している。

　　　なお、一部の連結子会社(一部の海外の連結子会社を

含む)において、確定拠出型年金制度を採用してい

る。

１　採用している退職給付制度の概要

　　　当社、一部の連結子会社において、下記の退職給付制

度を採用している。

　　　(1) 退職一時金
　　　　　 退職一時金制度(確定給付型)
　　　(2) 企業年金

　　　 　  ①確定拠出型年金制度(確定拠出型)

　　　 　  ②キャッシュ・バランスプラン(確定給付型)

　　　　　　 及び確定拠出型年金制度(確定拠出型)の併

　　　　　　 用

　　　(3) 退職一時金及び企業年金の併用

　　　　　 退職一時金制度(確定給付型)、キャッシュ・

 　　　　　バランスプラン(確定給付型)及び確定拠出型

　　　　　 年金制度(確定拠出型)の併用

 

　　　なお、当社及び一部の連結子会社において、平成20年

１月に退職金制度の変更を行っているが、当該制

度変更に伴い適格退職年金制度からキャッシュ・

バランスプラン及び確定拠出年金制度への移行を

行っている。

　(2) 退職一時金

　　　当社及び一部の連結子会社において、退職金規定に基

づく退職一時金制度を採用している。

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

イ　退職給付債務 △9,439百万円

ロ　年金資産 2,143百万円

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △7,295百万円

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 4,882百万円

ホ　未認識数理計算上の差異 1,044百万円

ヘ　未認識過去勤務債務 ―百万円

ト　連結貸借対照表計上額純額
　　(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

△1,368百万円

チ　前払年金費用 943百万円

リ　退職給付引当金(ト－チ) △2,312百万円

(注)  一部の連結子会社において、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用している。

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

イ　退職給付債務 △8,889百万円

ロ　年金資産 2,477百万円

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △6,411百万円

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 4,272百万円

ホ　未認識数理計算上の差異 1,198百万円

ヘ　未認識過去勤務債務 △480百万円

ト　連結貸借対照表計上額純額
　　(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

△1,421百万円

チ　前払年金費用 1,229百万円

リ　退職給付引当金(ト－チ) △2,651百万円

(注)  ① 当社及び一部の連結子会社において、平成20年

１月から適格退職年金制度をキャッシュ・バラン

スプラン並びに確定拠出年金制度へ移行している

が、これに伴い過去勤務債務(債務の減額)が発生

している。

② 一部の連結子会社において、退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用している。

EDINET提出書類

日本ピストンリング株式会社(E01597)

有価証券報告書

 62/103



３　退職給付費用に関する事項(自　平成18年４月１日　至

　平成19年３月31日)

イ　勤務費用 473百万円

ロ　利息費用 191百万円

ハ　期待運用収益 △20百万円

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 610百万円

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 137百万円

ヘ　過去勤務債務の費用処理額 ―百万円

ト　その他 5百万円

チ　退職給付費用
　　(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト)

1,397百万円

(注)  簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「イ　勤務費用」に計上している。

３　退職給付費用に関する事項(自　平成19年４月１日　至

　平成20年３月31日)

イ　勤務費用 476百万円

ロ　利息費用 184百万円

ハ　期待運用収益 △33百万円

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 610百万円

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 125百万円

ヘ　過去勤務債務の費用処理額 △53百万円

ト　その他 25百万円

チ　退職給付費用
　　(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト)

1,334百万円

(注)  ① 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ　勤務費用」に計上している。

② 「ト　その他」は、確定拠出年金に係る要拠出

額等である。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方
法

期間定額基準

ロ　割引率  2.0％

ハ　期待運用収益率 1.56％

ニ　数理計算上の差異の処理年数 平均残存勤務年数

ホ　会計基準変更時差異の処理年
数

15年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方
法

期間定額基準

ロ　割引率  2.0％

ハ　期待運用収益率 1.53％

ニ　過去勤務債務の差異の処理年
数

10年

ホ　数理計算上の差異の処理年数 平均残存勤務年数

ヘ　会計基準変更時差異の処理年
数

15年

　 (ストック・オプション等関係)

　　　前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項なし。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

未払賞与 395百万円

貸倒引当金 71百万円

税務上の繰越欠損金 120百万円

退職給付引当金 924百万円

未実現利益の消去 594百万円

投資有価証券評価損 187百万円

その他 235百万円

繰延税金資産小計 2,529百万円

評価性引当金 △525百万円

繰延税金資産合計 2,003百万円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △2,113百万円

固定資産圧縮積立金 △72百万円

在外子会社減価償却費 △144百万円

在外子会社剰余金税効果 △41百万円

前払年金費用 △381百万円

その他 △28百万円

繰延税金負債合計 △2,781百万円

繰延税金資産の純額 △777百万円

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

未払賞与 394百万円

貸倒引当金 35百万円

税務上の繰越欠損金 523百万円

退職給付引当金 1,070百万円

未実現利益の消去 585百万円

投資有価証券評価損 187百万円

その他 243百万円

繰延税金資産小計 3,040百万円

評価性引当金 △965百万円

繰延税金資産合計 2,075百万円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △1,021百万円

固定資産圧縮積立金 △62百万円

在外子会社減価償却費 △118百万円

在外子会社剰余金税効果 △54百万円

前払年金費用 △496百万円

その他 △27百万円

繰延税金負債合計 △1,781百万円

繰延税金資産の純額 293百万円

　

　　繰延税金資産は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れている。

　流動資産－繰延税金資産 728百万円

　固定資産－繰延税金資産 748百万円

　流動負債－その他 4百万円

　固定負債－繰延税金負債 2,250百万円

　

　　繰延税金資産は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れている。

　流動資産－繰延税金資産 531百万円

　固定資産－繰延税金資産 885百万円

　流動負債－その他 0百万円

　固定負債－繰延税金負債 1,123百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

　交際費等永久に損金に算入されない項目 3.6％

　住民税均等割 1.3％

　評価性引当金の増減 △2.3％

　その他 2.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.7％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6％

　住民税均等割 1.2％

　評価性引当金の増減 25.2％

　試験研究費税額控除 △3.8％

　外国税額控除 △2.9％

　その他 △1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 60.4％

　

(企業結合等関係)

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項なし。

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

重要性が乏しいため記載を省略している。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
自動車関連
製品事業
(百万円)

舶用関連
製品事業
（百万円）

その他の
製品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 42,092 2,033 4,023 48,150 ― 48,150

　(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 42,092 2,033 4,023 48,150 (―) 48,150

　　営業費用 40,348 1,770 4,003 46,123 (―) 46,123

　　営業利益 1,744 263 19 2,027 (―) 2,027

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的
支出

　　資産 63,259 2,091 4,056 69,406 4,515 73,921

　　減価償却費 3,672 87 232 3,992 73 4,066

　　資本的支出 8,545 51 198 8,795 ― 8,795

(注) ①　事業区分の方法

事業区分は、販売先産業の種類により下記のとおり区分している。

事業区分 主要製品

自動車関連製品事業 自動車用・二輪車用機関部品

舶用関連製品事業 舶用機関部品

その他の製品事業 陸用機関部品・家電製品用部品・事務機器用部品・産業機械用部品他

②　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,515百万円であり、その主なものは、当社での余

資運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。

③　従来、「舶用関連製品事業」は「その他の製品事業」に含めていたが、連結営業利益の10％超となったため区

分掲記した。なお、前連結会計年度において「その他の製品事業」に含めていた「舶用関連製品事業」は売上

高1,811百万円、営業費用1,620百万円、営業利益190百万円、資産1,872百万円、減価償却費103百万円、資本的支

出108百万円である。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
自動車関連
製品事業
(百万円)

舶用関連
製品事業
（百万円）

その他の
製品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 45,469 2,258 4,196 51,924 ― 51,924

　(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 45,469 2,258 4,196 51,924 (―) 51,924

　　営業費用 43,293 1,973 4,081 49,348 (―) 49,348

　　営業利益 2,176 284 115 2,575 (―) 2,575

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的
支出

　　資産 63,962 2,033 3,878 69,874 4,370 74,245

　　減価償却費 4,286 117 237 4,641 72 4,714

　　資本的支出 6,634 209 244 7,089 9 7,098

(注) ①　事業区分の方法

事業区分は、販売先産業の種類により下記のとおり区分している。

事業区分 主要製品

自動車関連製品事業 自動車用・二輪車用機関部品

舶用関連製品事業 舶用機関部品

その他の製品事業 陸用機関部品・家電製品用部品・事務機器用部品・産業機械用部品他

②　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,370百万円であり、その主なものは、当社での余

資運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。

③　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(２)．①．(追加情報)に記載のとおり、当社及び国

内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資

産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌連結会計年度から取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却する方法によっている。

当該変更に伴い、当連結会計年度の営業費用は、「自動車関連製品事業」が381百万円、「舶用関連製品事業」

が８百万円、「その他の製品事業」が18百万円増加し、営業利益が同額減少している。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

日本
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

38,7594,093 3,502 1,79448,150 ― 48,150

　(2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

5,308 5 631 ― 5,946(5,946) ―

計 44,0684,099 4,134 1,79454,096(5,946)48,150

　　営業費用 43,4294,057 3,543 2,02253,054(6,931)46,123

 営業利益又は営業損失(△） 638 41 590 △228 1,042 985 2,027

Ⅱ　資産 65,9212,503 7,819 2,92879,173(5,251)73,921

(注) ①　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

②　本国以外の区分に属する主な国又は地域

　　　ヨーロッパ…………ドイツ

　　　アジア………………タイ、インドネシア、中国他

　　　その他の地域………北米

③　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,515百万円であり、その主なものは、当社での余

資運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

日本
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

40,1784,232 4,730 2,78351,924 ― 51,924

　(2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

8,161 4 690 ― 8,856(8,856) ―

計 48,3394,236 5,421 2,78360,780(8,856)51,924

　　営業費用 46,4294,158 4,616 3,06258,266(8,917)49,348

　営業利益又は営業損失(△) 1,910 78 804 △279 2,514 61 2,575

Ⅱ　資産 64,4153,13811,3276,52485,404(11,159)74,245

(注) ①　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

②　本国以外の区分に属する主な国又は地域

　　　ヨーロッパ…………ドイツ

　　　アジア………………タイ、インドネシア、中国他

　　　その他の地域………北米

③　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,370百万円であり、その主なものは、当社での余

資運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。

④　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(２)．①．(追加情報)に記載のとおり、当社及び国

内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資

産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌連結会計年度から取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却する方法によっている。

当該変更に伴い、当連結会計年度の営業費用は、「日本」が408百万円増加し、営業利益が同額減少している。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 7,765 3,875 2,469 3,228 17,339

Ⅱ　連結売上高(百万円) 48,150

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

16.1 8.1 5.1 6.7 36.0

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっている。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

①アジア…………タイ、インドネシア、シンガポール、中国他

②ヨーロッパ……ドイツ他

③北米……………アメリカ他

④その他の地域…南アフリカ、ヨルダン、メキシコ他

２　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 8,608 3,916 1,817 4,088 18,430

Ⅱ　連結売上高(百万円) 51,924

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

16.6 7.5 3.5 7.9 35.5

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっている。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

①アジア…………タイ、インドネシア、シンガポール、中国他

②ヨーロッパ……ドイツ他

③北米……………アメリカ他

④その他の地域…南アフリカ、ヨルダン、メキシコ他

２　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　該当事項なし。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項なし。

　

(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 299円96銭１株当たり純資産額 284円52銭

１株当たり当期純利益 9円05銭１株当たり当期純利益 6円48銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため、記載していない。
同左

(注)　算定上の基礎

１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 (百万円) 743 532

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 743 532

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 82,098 82,088

　

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱日ピス福島製造所 第１回無担保社債
平成15年
７月31日

1,000
1,000

 (1,000)
0.65 無担保

平成20年
７月31日

㈱日ピス福島製造所 第２回無担保社債
平成15年
８月29日

200
200
(200)

0.79 無担保
平成20年
８月29日

㈱日ピス福島製造所 第３回無担保社債
平成16年
２月27日

1,000
1,000
(1,000)

0.99 無担保
平成21年
２月27日

㈱日ピス福島製造所 第４回無担保社債
平成16年
３月29日

1,000
1,000
(1,000)

0.79 無担保
平成21年
３月27日

合計 ― ― 3,200
3,200
(3,200)

― ―

(注)　１　「当期末残高」の(内書)は、１年内償還予定の金額である。

　　　２　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

3,200 ― ― ― ―

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 5,136 3,720 1.63 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,374 2,726 1.93 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金
(１年以内に返済予定のものを除
く。)

16,259 18,979 1.82
 平成21年５月20日～
 平成29年５月20日

リース債務
(１年以内に返済予定のものを除
く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債
　リース債務(１年以内)

― 90 5.12 ―

その他の有利子負債
　リース債務(１年超)

― 1,244 5.11
 平成21年３月28日～
 平成27年12月15日

合計 23,770 26,761 ― ―

(注) １　「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載している。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は次の

とおりである。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

3,171 2,907 7,896 1,316

３　その他有利子負債(１年以内返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額

は次のとおりである。

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

95 100 105 110

　

(2) 【その他】

該当事項なし。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金及び預金 519 1,418

　　　受取手形 51 52

　　　売掛金 ※３ 10,013 9,814

　　　商品 27 68

　　　製品 1,550 1,504

　　　原材料 119 192

　　　仕掛品 1,548 1,512

　　　貯蔵品 151 168

　　　前払費用 26 48

　　　繰延税金資産 231 189

　　　関係会社短期貸付金 3,288 3,964

　　　未収入金 453 410

　　　その他 232 18

　　　貸倒引当金 △43 △26

　　　流動資産合計 18,17328.8 19,33731.5

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産
※１
※２

　　　　建物 5,931 5,611

　　　　構築物 516 443

　　　　機械及び装置 12,072 11,215

　　　　車両及び運搬具 17 13

　　　　工具・器具及び備品 208 185

　　　　土地 3,086 3,086

　　　　建設仮勘定 1,358 728

　　　有形固定資産合計 23,19136.8 21,28534.6

　２　無形固定資産

　　　　借地権 400 400

　　　　ソフトウェア 81 18

　　　　電話加入権 4 4

　　　　施設利用権 2 2

　　　無形固定資産合計 489 0.8 425 0.7
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ※１ 9,020 6,069

　　　　関係会社株式 8,957 9,991

　　　　出資金 1 1

　　　　関係会社出資金 1,790 2,310

　　　　役員従業員長期貸付金 22 18

        関係会社長期貸付金 ― 482

　　　　長期前払費用 235 192

　　　　前払年金費用 943 1,229

　　　　その他 293 154

　　　　貸倒引当金 △91 △43

　　　投資その他の
　　　資産合計

21,17433.6 20,40833.2

　　　固定資産合計 44,85671.2 42,11968.5

　　　資産合計 63,029100.0 61,456100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形 ※６ 3,430 2,702

　　　買掛金 ※３ 7,200 7,976

　　　短期借入金 ※１ 4,067 2,500

　　　一年以内返済
　　　長期借入金

※１ 2,143 2,598

　　　未払金 988 489

　　　未払費用 908 947

　　　未払法人税等 211 216

　　　前受金 6 0

　　　預り金 115 108

　　　設備関係支払手形 1,970 1,477

　　　流動負債合計 21,04133.4 19,01831.0

Ⅱ　固定負債

　　　長期借入金 ※１ 15,693 18,167

　　　長期未払金 57 84

　　　繰延税金負債 2,067 952

　　　退職給付引当金 535 759

　　　役員退職慰労引当金 265 324

　　　固定負債合計 18,61829.5 20,28733.0

　　　負債合計 39,66062.9 39,30664.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 9,83915.6 9,83916.0

　２　資本剰余金

　　    資本準備金 5,810 5,810

　　　　資本剰余金合計 5,8109.2 5,8109.5

　３　利益剰余金

　　    その他利益剰余金

　　　　　固定資産圧縮積立金 179 155

　　　　　別途積立金 1,300 1,800

　　　　　繰越利益剰余金 3,456 3,396

　　　　利益剰余金合計 4,9357.8 5,3518.7

　４　自己株式 △365△0.5 △368△0.6

　　　株主資本合計 20,21932.1 20,63333.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

3,1184.9 1,5062.4

　２　繰延ヘッジ損益 31 0.1 10 0.0

　　　評価・換算差額等合計 3,1495.0 1,5172.4

　　　純資産合計 23,36837.1 22,15036.0

　　　負債純資産合計 63,029100.0 61,456100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　　製品売上高 41,726 43,238

　　商品売上高 1,619 43,345100.0 3,159 46,397100.0

Ⅱ　売上原価

　　期首製品たな卸高 1,625 1,550

　　当期製品仕入高 ※３ 11,246 12,330

　　当期製品製造原価 ※３ 23,078 23,645

　　　合計 35,951 37,526

　　他勘定振替高 ※１ 40 156

　　期末製品たな卸高 1,550 1,504

　　製品売上原価 34,359 35,864

　　期首商品たな卸高 2 27

　　当期商品仕入高 1,446 2,900

　　　合計 1,448 2,928

　　他勘定振替高 ※１ 3 5

　　期末商品たな卸高 27 68

　　商品売上原価 1,417 35,77682.5 2,853 38,71883.4

　　　売上総利益 7,56917.5 7,67916.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※２
※４

6,50215.0 6,21213.4

　　　営業利益 1,0662.5 1,4673.2

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 ※３ 99 141

　　　受取配当金 ※３ 592 325

　　　受取地代家賃 ※３ 64 63

　　　為替差益 118 ―

　　　雑収入 25 900 2.0 39 570 1.2

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 330 434

      為替差損 ― 413

　　　雑支出 195 526 1.2 404 1,2532.7

　　　経常利益 1,4403.3 784 1.7

前事業年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　　　投資有価証券売却益 41 503
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      貸倒引当金戻入額 ― 65

　　　固定資産売却益 ※５ 18 60 0.2 ― 568 1.2

Ⅶ　特別損失

　　　固定資産廃棄損 ※６ ― 71

　　　関係会社株式消却損 174 174 0.4 ― 71 0.1

　　　税引前当期純利益 1,3253.1 1,2822.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

348 348

　　　過年度法人税、住民税
　　　及び事業税

― 72

　　　法人税等調整額 42 391 0.9 33 455 1.0

　　　当期純利益 934 2.2 826 1.8
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

原材料貯蔵品費 1,290 5.2 1,417 5.6

労務費 3,580 14.3 3,486 13.7

経費 20,106 80.5 20,533 80.7

(うち、外注費) (17,602) (17,963)

(うち、減価償却費) (1,086) (1,233)

当期総製造費用 24,977100.0 25,438100.0

仕掛品
期首たな卸高

1,546 1,548

　合計 26,523 26,987

仕掛品
期末たな卸高

1,548 1,512

他勘定振替高 (注) 1,896 1,829

当期製品製造原価 23,078 23,645

(注) 他勘定振替高は以下のとおりである。

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

研究開発費(百万円) 1,452 研究開発費(百万円) 1,368

固定資産他(百万円) 444 固定資産他(百万円) 460

　

(原価計算の方法)

当社の原価計算は、工程別総合原価計算によっている。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産圧

縮積立金
別途積立金

繰越利益剰
余金

平成18年３月31日残高(百万円) 9,8395,8105,810 231 700 3,5074,439△362 19,726

　(事業年度中の変動額)

　固定資産圧縮積立金の取崩(注) △27 27 ― ―

　固定資産圧縮積立金の取崩 △25 25 ― ―

　別途積立金の積立(注) 600 △600 ― ―

　剰余金の配当(注)  △410 △410 △410

　役員賞与金(注) △28 △28 △28

　当期純利益 934 934 934

　自己株式の取得 △2 △2

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― △52 600 △51 495 △2 492

平成19年３月31日残高(百万円) 9,8395,8105,810 179 1,3003,4564,935△365 20,219

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差
額金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,653 ― 2,653 22,380

　(事業年度中の変動額)

　固定資産圧縮積立金の取崩(注) ―

　固定資産圧縮積立金の取崩 ―

　別途積立金の積立(注) ―

　剰余金の配当(注) △410

　役員賞与金(注) △28

　当期純利益 934

　自己株式の取得 △2

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

464 31 495 495

事業年度中の変動額合計(百万円) 464 31 495 988

平成19年３月31日残高(百万円) 3,118 31 3,149 23,368

(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分である。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産圧

縮積立金
別途積立金

繰越利益剰
余金

平成19年３月31日残高(百万円) 9,8395,8105,810 179 1,3003,4564,935△365 20,219

　(事業年度中の変動額)

　固定資産圧縮積立金の取崩 △23 23 ― ―

　別途積立金の積立 500 △500 ― ―

　剰余金の配当 △410 △410 △410

　当期純利益 826 826 826

　自己株式の取得 △2 △2

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ―　 △23 500 △59 416 △2 413

平成20年３月31日残高(百万円) 9,8395,8105,810 155 1,8003,3965,351△368 20,633

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差
額金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,118 31 3,149 23,368

　(事業年度中の変動額)

　固定資産圧縮積立金の取崩 ―

　別途積立金の積立 ―

　剰余金の配当 △410

　当期純利益 826

　自己株式の取得 △2

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△1,611 △20 △1,632 △1,632

事業年度中の変動額合計(百万円) △1,611 △20 △1,632 △1,218

平成20年３月31日残高(百万円) 1,506 10 1,517 22,150
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　　決算期末前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時

価法によっている。

　　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　　           同左

　　　　　　

　　　　　時価のないもの

　　　　　　移動平均法による原価法によっている。

　　　　　時価のないもの

同左

　(2) 子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法によっている。

　(2) 子会社株式及び関連会社株式

同左

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

　　　時価法によっている。

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　移動平均法による原価法によっている。

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

４　固定資産の減価償却の方法 ４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　機械及び装置については定額法、その他については定

率法によっている。

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については定額法によっている。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりである。

　建物 31～50年

　機械及び装置 ２～10年

　(1) 有形固定資産

　　　機械及び装置については定額法、その他については定

率法によっている。

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については定額法によっている。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりである。

　建物 31～50年

　機械及び装置 ２～10年

　　　(会計方針の変更)

　　　法人税法の改正に伴い当事業年度より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく方法に変更している。

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微である。

　　　

 

　　　(追加情報)

　　　法人税法の改正に伴い当事業年度より、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産について、償却

可能限度額まで償却が終了した翌事業年度から取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却する方法によっている。

当該変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、

営業利益が53百万円、経常利益及び税引前当期純

利益が155百万円それぞれ減少している。

　(2) 無形固定資産

　　　定額法によっている。

　　　なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)で償却している。

　(2) 無形固定資産

同左

５　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は期末日の為替相場より円貨に換

算し換算差額は損益として処理している。

５　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

６　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。

６　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(2) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期事業年度末において発生していると認められ

る額を計上している。

　　　なお、数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間による定額法によりそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。

　　　また、会計基準変更時差異(8,516百万円)については、

15年による按分額を費用処理している。

　(2) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期事業年度末において発生していると認められ

る額を計上している。

　　　過去勤務債務については、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)によ

る按分額を処理している。

　　　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間による定額法によりそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理している。

　　　会計基準変更時差異(8,516百万円)については、15年

による按分額を費用処理している。

　　　(追加情報)

　　　平成20年１月に退職金制度の変更を行っている。当該

制度変更に伴い、適格退職年金制度からキャッ

シュ・バランスプラン並びに確定拠出年金制度へ

移行している。本移行に伴い、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指

針第１号)を適用している。また、本移行に伴い、退

職給付債務が452百万円減少し、同額の過去勤務債

務が発生している。

　(3) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上している。

　(3) 役員退職慰労引当金

同左

７　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ている。

７　リース取引の処理方法

同左

８　ヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理を採用している。

　　　なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップに

ついては特例処理によっており、振当処理の要件

を満たしている為替予約については振当処理に

よっている。

８　ヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

同左

　　　

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　(ヘッジ手段)

　　　ア．為替予約取引

　　　イ．金利スワップ取引

　　(ヘッジ対象)

　　　ア．外貨建金銭債権債務

　　　イ．借入金

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　(ヘッジ手段)

　　　　同左

　　(ヘッジ対象)

　　　　同左

　③　ヘッジ方針及びヘッジの有効性評価の方法

　　　市場相場変動に伴なうリスクのヘッジを目的として、

実需に基づく債権債務を対象に内規に定めたリス

ク管理を実施し、有効性の評価を行なっている。

　③　ヘッジ方針及びヘッジの有効性評価の方法

同左

９　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は税抜き方式によっている。

９　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

前事業年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当事業年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用している。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

23,337百万円である。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務

諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成している。

──────────

　

　

(追加情報)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　担保資産

　(1) 担保提供資産

　　 (工場財団)

建物 4,779百万円

構築物 445百万円

機械及び装置 11,590百万円

土地 2,832百万円

　　 (その他)

建物 658百万円

構築物 31百万円

投資有価証券 1,054百万円

※１　担保資産

　(1) 担保提供資産

　　 (工場財団)

建物 4,511百万円

構築物 379百万円

機械及び装置 10,690百万円

土地 2,832百万円

　　 (その他)

建物 636百万円

構築物 28百万円

　(2) 担保資産に対応する債務

　　 (工場財団設定分)

長期借入金 13,614百万円

(うち、一年内返済長期借入金) (1,505百万円)

短期借入金 567百万円

　　 (その他)

長期借入金 160百万円

(うち、一年内返済長期借入金) (160百万円)

　(2) 担保資産に対応する債務

　　 (工場財団設定分)

長期借入金 12,098百万円

(うち、一年内返済長期借入金) (1,737百万円)

　　 (その他)

長期借入金 1,000百万円

(うち、一年内返済長期借入金) (221百万円)

※２　有形固定資産の減価償却累計額

30,183百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

32,263百万円

※３　関係会社に対する資産・負債

(資産)売掛金 3,558百万円

(負債)買掛金 6,253百万円

※３　関係会社に対する資産・負債

(資産)売掛金 3,520百万円

(負債)買掛金 8,561百万円

　４　偶発債務

　　　銀行取引等に対する保証債務は次のとおりである。

㈱日ピス福島製造所 184百万円

エヌピーアール　オブ
ヨーロッパ社

119百万円

　　　　　　計 303百万円

　４　偶発債務

　　　銀行取引等に対する保証債務は次のとおりである。

㈱日ピス福島製造所 48百万円

エヌピーアール　オブ
ヨーロッパ社

79百万円

エヌピーアール　マニュファク
チュアリング　ケンタッキー社

1,322百万円

　　　　　　計 1,449百万円

　５　受取手形割引高 170百万円　５　受取手形割引高 150百万円

※６　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。

　なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれて

いる。

支払手形 55百万円

※６　　　　　──────────
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　他勘定振替高は、たな卸資産の廃棄等である。

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。

発送費 802百万円

従業員給料及び手当 1,391百万円

退職給付費用 536百万円

役員退職慰労引当金繰入額 70百万円

減価償却費 110百万円

貸倒引当金繰入額 113百万円

研究開発費 1,705百万円

　　　販売費及び一般管理費のうち、販売費と一般管理費の

おおよその割合は販売費37.5％、一般管理費

62.5％である。

※１　他勘定振替高は、たな卸資産の廃棄等である。

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。

発送費 766百万円

従業員給料及び手当 1,264百万円

退職給付費用 539百万円

役員退職慰労引当金繰入額 72百万円

減価償却費 109百万円

研究開発費 1,626百万円

　　　販売費及び一般管理費のうち、販売費と一般管理費の

おおよその割合は販売費32.7％、一般管理費

67.3％である。

※３　関係会社に係る注記

　　　各科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりである。

製品仕入高 11,246百万円

外注費 12,868百万円

受取利息 77百万円

受取配当金 450百万円

受取地代家賃 59百万円

※３　関係会社に係る注記

　　　各科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりである。

製品仕入高 12,330百万円

外注費 13,661百万円

受取利息 138百万円

受取配当金 172百万円

受取地代家賃 59百万円

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、1,705百万円

である。

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、1,626百万円

である。

※５　固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

      土地　　　　　　　　　　　　　　18百万円

※５　　　　　──────────

※６　　　　　────────── ※６　固定資産廃棄損の内訳は次のとおりである。

機械及び装置　　　　　　　　　　　71百万円

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式　　　(株) 1,638,202 9,432 ― 1,647,634

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

単元未満株式の買取りによる増加　 9,432株

　
当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式　　　(株) 1,647,634 10,938 ― 1,658,572

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

単元未満株式の買取りによる増加　 　　 10,938株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

機械及び
装置
(百万円)

車輌及び
運搬具
(百万円)

工具・
器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

1,730 29 413 2,173

減価償却
累計額
相当額

769 9 169 947

期末残高
相当額

961 20 244 1,226

　　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、

「支払利子込み法」により算定している。

機械及び
装置
(百万円)

車輌及び
運搬具
(百万円)

工具・
器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

1,783 21 413 2,218

減価償却
累計額
相当額

1,019 7 211 1,238

期末残高
相当額

764 13 201 980

　　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定している。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 344百万円

１年超 881百万円

合計 1,226百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、財務諸表等規則第８条の６第２項の

規定に基づき、「支払利子込み法」により算定して

いる。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 350百万円

１年超 629百万円

合計 980百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

いる。

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 351百万円

減価償却費相当額 351百万円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 355百万円

減価償却費相当額 355百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 ―百万円

合計 4百万円

１年以内 74百万円

１年超 240百万円

合計 314百万円
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項なし。

当事業年度(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項なし。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　　(繰延税金資産)

未払賞与 156百万円

貸倒引当金 52百万円

投資有価証券評価損 187百万円

退職給付引当金 216百万円

関係会社株式評価損 500百万円

その他 214百万円

　　　繰延税金資産小計 1,326百万円

評価性引当金 △574百万円

　　　繰延税金資産合計 752百万円

　　(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △2,113百万円

固定資産圧縮積立金 △72百万円

前払年金費用
繰延ヘッジ損益

△381百万円

△21百万円

　　　繰延税金負債合計 △2,588百万円

　　繰延税金資産の純額 △1,835百万円

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　　(繰延税金資産)

未払賞与 152百万円

貸倒引当金 37百万円

投資有価証券評価損 187百万円

退職給付引当金 294百万円

関係会社株式評価損 500百万円

その他 238百万円

　　　繰延税金資産小計 1,411百万円

評価性引当金 △585百万円

　　　繰延税金資産合計 825百万円

　　(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △1,021百万円

固定資産圧縮積立金 △62百万円

前払年金費用
繰延ヘッジ損益

△496百万円

△7百万円

　　　繰延税金負債合計 △1,588百万円

　　繰延税金資産の純額 △763百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

　　(調整)

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
2.7％

住民税均等割 1.1％

評価性引当金の増減 △1.0％

試験研究費税額控除 △11.6％

その他 △2.1％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
29.5％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

　　(調整)

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
1.9％

住民税均等割 1.2％

評価性引当金の増減 0.9％

試験研究費税額控除 △5.2％

外国税額控除 △3.9％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
35.5％
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 284円65銭１株当たり純資産額 269円85銭

１株当たり当期純利益 11円38銭１株当たり当期純利益 10円07銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため、記載していない。
同左

(注)　算定上の基礎

　　１株当たり当期純利益金額

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 (百万円) 934 826

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 934 826

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 82,098 82,088

　

(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

投
資
有
価
証
券

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

そ
の
他
有
価
証
券

本田技研工業㈱ 897,900 2,650

トヨタ自動車㈱ 338,251 1,772

日野自動車㈱ 1,002,500 693

帝国ピストンリング㈱ 300,000 270

㈱瑞進カム 91,000 202

ダイハツ工業㈱ 100,000 111

アイピーリングス社 704,200 105

㈱ミレアホールディングス 23,184 87

大同メタル㈱ 94,630 58

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルー
プ

60,610 52

その他９銘柄 150,621.825 64

計 3,762,896.825 6,069
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 11,244 46 1 11,2895,677 365 5,611

　構築物 1,224 6 ― 1,231 787 79 443

　機械及び装置 35,5321,330 619 36,24225,0272,05711,215

　車両及び運搬具 46 0 5 41 27 4 13

　工具・器具
　及び備品

883 124 78 928 743 146 185

　土地 3,086 ― ― 3,086 ― ― 3,086

　建設仮勘定 1,358 1,872 2,502 728 ― ― 728

有形固定資産計 53,3753,381 3,20753,54832,2632,65321,285

無形固定資産

　借地権 400 ― ― 400 ― ― 400

　ソフトウェア 361 9 293 77 59 72 18

　電話加入権 4 ― ― 4 ― ― 4

　施設利用権 4 ― ― 4 1 0 2

無形固定資産計 770 9 293 486 60 72 425

長期前払費用 269 1 　8 262 70 44 192

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりである。

機械及び装置 一関工場 加工関係設備 725百万円

　　　　 なお、一関工場の設備は子会社㈱日ピス岩手への貸与資産である。        

２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりである。

機械及び装置 一関工場 加工関係設備 386百万円

Ｒ＆Ｄ 研究開発用設備 105百万円

栃木工場 加工関係設備 101百万円

建設仮勘定 本社購買部門 加工関係設備 994百万円 (商品へ振替)

　　　　 なお、一関工場の設備は子会社㈱日ピス岩手への貸与資産である。        

３　長期前払費用は、均等償却している。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金　　　(注) 135 14 ― 80 69

役員退職慰労引当金 265 72 13 ― 324

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、回収ならびに洗替による目的外取崩である。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

１　流動資産

①　現金及び預金

　

内訳 金額(百万円)

現金 9

預金

当座預金 632

普通預金 515

別段預金 6

通知預金 ―

外貨預金 254

小計 1,409

合計 1,418

　

②　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

神戸発動機㈱ 10

テーピ工業㈱ 9

ブラザー精密工業㈱ 9

㈱ナサダ 7

井関農機㈱ 7

その他　　　(注) 7

合計 52

(注)　八洲物産㈱他

　

(ロ)期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 ―

　 〃 　５月 〃 ―

　 〃 　６月 〃 9

　 〃 　７月 〃 35

　 〃 　８月 〃 7

　 〃 　９月以降満期 ―

合計 52
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(ハ)割引手形の期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 52

　 〃 　５月 〃 46

　 〃 　６月 〃 45

　 〃 　７月 〃 6

　 〃 　８月 〃 ―

　 〃 　９月以降満期 ―

合計 150

　

③　売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

エヌピーアール オブ ヨーロッパ社 1,096

日野自動車㈱ 810

エヌピーアール マニュファクチュアリング　
ケンタッキー社

772

㈱日本リングサービス 636

富士重工業㈱ 629

その他　　　(注) 5,868

合計 9,814

(注)　トヨタ自動車㈱他

　

(ロ)回収状況
　

摘要 金額(百万円)

期首売掛金残高 (Ａ) 10,013

当期発生高 (Ｂ) 48,155

当期回収高 (Ｃ) 48,355

期末売掛金残高 9,814

回収率
(Ｃ)

(Ａ)＋(Ｂ)
83.1

(注) １　滞留期間は2.4ヵ月である。

(滞留期間 ＝
期首売掛金残高＋期末売掛金残高

÷
当期発生高

)
２ 12

２　上記金額には、消費税等を含んでいる。
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④　商品

　

内訳 金額(百万円)

プラント部品他 68

合計 68

　

⑤　製品

　

内訳 金額(百万円)

自動車用、二輪車用ピストンリング 617

船舶用、農業発動機用その他一般用ピストンリング 210

シリンダライナ 199

動弁機構部品 300

その他 175

合計 1,504

　

⑥　原材料

　

内訳 金額(百万円)

ピストンリング用線材 163

その他 29

合計 192

　

⑦　仕掛品

　

内訳 金額(百万円)

自動車用、二輪車用ピストンリング 963

船舶用、農業発動機用その他一般用ピストンリング 178

動弁機構部品 323

その他 46

合計 1,512
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⑧　貯蔵品

　

内訳 金額(百万円)

工場消耗品 168

合計 168

　

⑨　関係会社短期貸付金

　

貸付先 金額(百万円)

㈱日ピス福島製造所 1,143

エヌピーアール マニュファクチュアリング
インドネシア社

740

エヌピーアール マニュファクチュアリング ミシガン社 596

エヌピーアール オブ ヨーロッパ社 316

㈱日ビス川口製造所 280

その他　　　(注) 888

合計 3,964

(注)　㈱日ピス岩手他

　

２　固定資産

　　関係会社株式

　

銘柄 株式数(株) 金額(百万円)

エヌピーアール　ユーエス　ホールディングス社 40 3,367

㈱日ピス福島製造所 27,500 2,156

エヌティー　ピストンリング　インドネシア社 13,000 1,555

エヌピーアール　マニュファクチュアリング　
インドネシア社

12,000 1,420

サイアム　エヌピーアール社 1,000,000 644

その他　　　(注) 1,078,640 847

合計 2,131,180 9,991

(注)　㈱日ピス岩手他
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３　流動負債

①　支払手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

青山特殊鋼㈱ 508

同和発條㈱ 205

㈱神戸製鋼所 176

旭鋼管工業㈱ 167

大同興業㈱ 145

その他　　　(注) 1,498

合計 2,702

(注)　中央工機㈱他

　

(ロ)期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 686

　 〃 　５月 〃 619

　 〃 　６月 〃 588

　 〃 　７月 〃 635

　 〃 　８月 〃 93

　 〃 　９月 以降満期 80

合計 2,702

　

②　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈱日ピス福島製造所 5,055

㈱日ピス岩手 2,068

青山特殊鋼㈱ 116

高千穂精機㈱ 83

エヌティー　ピストンリング　インドネシア社 59

その他　　　(注) 593

合計 7,976

(注)　同和発條㈱他
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③　長期借入金

　

借入先
一年以内返済長期借入金

(百万円)
長期借入金(百万円)

日本政策投資銀行 812 3,320

㈱新生銀行 562 3,376

㈱三井住友銀行 444 2,468

㈱三菱東京UFJ銀行 204 2,448

㈱埼玉りそな銀行 384 2,168

その他　　　(注) 192 4,386

合計 2,598 18,167

(注)　国際協力銀行他

　

(3) 【その他】

該当事項なし。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

　

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株未満株券 100株券 500株券 1,000株券 10,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換

　　事務取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　

　　取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　　 　　全国本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき50円に印紙税相当額を加算

単元未満株式の買取り

　　事務取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　

　　取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　　 　　全国本支店

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行なう。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
ある。
(http://www.npr.co.jp/)

株主に対する特典 なし

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はない。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

　

(1)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第111期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月28日
関東財務局長に提出。

　

(2)
 

有価証券報告書の訂
正報告書

上記(1)の訂正報告書
平成19年９月26日
関東財務局長に提出。

　

(3)
 

半期報告書
 

(第112期中)
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月14日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

日本ピストンリング株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　神    谷    和    彦　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　吉　　村　　   基     ㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　渡　　辺　　伸　　啓　㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本ピストンリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本ピストンリング株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

日本ピストンリング株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　神    谷    和    彦　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　吉　　村　　   基     ㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　渡　　辺　　伸　　啓　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ピストンリング株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本ピストンリング株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

日本ピストンリング株式会社

取締役会　御中

　
新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　神    谷    和    彦　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　吉　　村　　　 基　　 ㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　渡　　辺　　伸　　啓　㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本ピストンリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第111期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ピストンリング株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

日本ピストンリング株式会社

取締役会　御中

　
新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　神    谷    和    彦　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　吉　　村　　　 基　　 ㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　渡　　辺　　伸　　啓　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ピストンリング株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第112期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ピストンリング株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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